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Abstract 

A study group on experimental research for advanced tokamaks (represented by T. Fujita) was 
organized and held meetings from FY 2020 to FY 2022 as one of general collaboration projects of 
National Institute for Fusion Science (NIFS). In meetings held in October 2021 and September 2022, 
topical sessions were organized on overview of individual experiment devices. Nine research groups 
made presentations in these topical sessions, with fruitful discussions. This report includes 
commentary articles on experimental devices written by seven research groups; HYBTOK-II, LATE, 
PHiX, QUEST, RELAX, TOKASTAR-2 and TST-2. It contains useful information on constitutions, 
know-how on operation, analysis tools, etc. It is expected that this report would be utilized for 
improvements in individual devices. 
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はじめに 
 
 

「先進トカマク開発のための実験研究」研究会 
研究代表者 

名古屋大学 藤田隆明 
 
 令和 2年度から令和 4年度にかけて実施された核融合科学研究所一般共同研究（研究会）

「先進トカマク開発のための実験研究」では、令和 3 年 10 月と令和 4 年 9 月にオンライン

で開催した研究会において、実験装置の概要に関するセッションを設け、9 つの研究グル

ープからそれぞれの実験装置の概要についての発表・議論が行われた。本資料は、その発

表内容をベースに、7 つの研究グループ（HYBTOK-II、LATE、PHiX、QUEST、RELAX、

TOKASTAR-2、TST-2）が執筆した各実験装置の概要についての解説記事をまとめたもので

ある。普段の学会や研究会では聞くことが少ない各装置の構成、運転のノウハウ、解析ツ

ールなどについての有益な情報を含み、今後のそれぞれの装置の整備に役立てていただく

ことを期待している。 
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小型トカマク装置HYBTOK-IIの実験装置概要 
Overview and Device specification of Small Tokamak, HYBTOK-II 

 
 

渡邊清政、岡本征晃、柴田欣秀、大野哲靖 

K.Y.Watanabe, M. Okamoto, Y.Shibata, N. Ohno 

 

核融合研、石川高専、岐阜高専、名大工 

NIFS, NIT/Ishikawa collage, NIT/Gifu collage, Nagoya Univ. 
 

1) はじめに 

HYBTOK-II装置は、名古屋大学・大学院工学

研究科・電気系研究室である大野研究室が所有

する小型トカマク実験装置で1988年ごろに完

成し、当初、EML(Ergodic Magnetic Limiter)の研

究に精力的に利用された[1]。ジュール加熱のみ

の運転で典型的な放電の中心電子温度が100eV

以下、電子密度が1019m-3以下であることから、

各種挿入プローブによる温度、密度、磁場等の

直接計測が可能と言う特徴を備えている。2001

年以降、ジュールコイル用電源、垂直磁場用コ

イル電源、トロイダル磁場用コイル電源にIGBT

素子を用いたインバータ電源に換装を行い、再

現性の高い比較的長時間(10ms以上)の放電が可

能となっている。その後、モード純度を向上さ

せた回転外部摂動磁場印加用コイルの設置、回

転摂動磁場コイル用電源の追加、ディスラプシ

ョン研究のためのジュールコイル電源システ

ムの改造、各種挿入プローブ計測器(磁気プロー

ブ、マッハプローブ、トリプルプローブ)の追

加・改良を経て、外部RMP((Resonance Magnetic 

Perturbation/共鳴性摂動磁場)の浸透・遮蔽特性

研究、外部RMPと不安定性の相互作用の研究、

3次元コイルを用いた垂直位置不安定性抑制の

予備実験、オーミックトカマクの流速特性研究、

MHDスペクトロスコピィ等に関する研究や真

空容器挿入型の2次元磁気プローブアレイやト

リプルプローブアレイ、マッハプローブアレイ

等の新規開発計測器の性能評価等に利用され

ている。本稿のHYBTOK-IIの装置仕様について

は、参考文献[2, 3, 4]を参照した。 

 

2) 実験室の環境、インフラ 

3 面を部屋内を仕切るコンクリート壁、1 面を建

物の壁で囲われた一角に HYBTOK 本体が設置さ

れている。HYBTOK 放電制御盤、制御計算機、

計測データ収集計算機、タイミング生成器、波形

生成器、ADC 等は本体設置場所と独立した観測

室に設置してあり、電源盤は本体設置場所と同じ

部屋ではあるが、コンクリート壁の外に設置して

ある。原則、運転にあたって水冷を必要とする機

器は無い。 

 

3) 装置の構造、メンテナンス等について 

HYBTOK-II の主要装置パラメータを表 1 に示す。

本装置の大半径は 40 cm、小半径は 12.8 cm の真

空容器からなり、トロイダルセクションの#1 と

#10 の 2 箇所にリミタ（リミタ半径 11 cm, #1、

10 共に材料としてモリブデンを使用）を有する

(図 1 参照)。真空容器は、厚さ 2 mm、SUS304

製でトロイダル方向に 2 分割され、デルリンスペ

ーサーにより絶縁されている。また、HYBTOK-II

は鉄心(図 2 の黄色の鉄骨部)を有している。 

計測・作業用のポートは側面に大小合わせて 12

個(真空排気用を含む)、上下に 38 個あり、大きな

ものは直径が 15cm 程度あるので、新たな機器や

計測器の取付等は基本的に、真空容器をトロイダ

ル方向に分割することなしに、ポートを介して作

業が可能である。 

表 1 HYBTOK-II の主要装置パラメータ 
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4) 磁場コイル、およびその電源 

4)-1 磁場コイル 

図 3に設置された磁場コイルの種類と設置位置

を示す。トロイダル磁場はトロイダル磁場コイル

16 個により作られ(図 1 参照)、最大磁場強度は約

0.5 T である。プラズマ電流は鉄心を介した変圧

器の原理を用いて、1 次側のジュールコイルに電

流を流すことで、2 次側であるプラズマに電流を

流すことができ、最大プラズマ電流は±15 kA に

達する。位置制御を行う垂直磁場コイル、水平磁

場コイルは 4 つの円環コイルからなり、巻き数は

ともに 8 ターンである。 

 

4)-2 コイル電源 

HYBTOK-II では、ジュールコイル電源、垂直

磁場コイル電源、トロイダル磁場コイル電源に

IGBT 素子を用いたインバータ電源(愛知電機製

特注品)を用いている。垂直磁場コイル用電源の回

路図を IGBTインバータ電源の例として図 4に示

す。また、各 IGBT インバータ電源の仕様を表 2

に示す。 

ジュールコイル、垂直磁場コイル電源ともに耐

電圧・許容電流が 1200 V, 300 A の IGBT 素子を

用いており、インバータユニットをそれぞれ 3 並

列、4 並列で用いることで±750 A、±1000A の

電流出力が可能となっている。各インバータユニ

ットの出力電流を DC Current Transformer 

(DCCT) によりフィードバックしている。比例・

積分（PI：Proportional Integral）制御コントロ

ーラでは、出力電流指令値とフィードバック信号

を比較し、電流偏差に比例した信号と、偏差の積

分量に比例した信号の和を出力する。PI コントロ

ーラの出力は 40 kHz で PWM (Pulse Width 

Modulation) 変調されて電圧が出力される。この

ようにして、出力電流が指令値と同じになるよう

に制御されており、高い制御性を有している。 

トロイダル磁場電源は耐電圧・許容電流が 1700 

V, 2400 A の IGBT 素子を用いており、インバー

タユニットを 2並列で用いることで最大+6 kA の

電流出力が可能となっている。トロイダル磁場の

 
 

図 3 HYBTOK-II 構成コイルの名称、大きさ、配置及

びターン数。 
図 1 HYBTOK-II 全体の上面図。円周状の灰色の帯部

が真空容器。真空容器上部の〇と側面のでっぱ

り形状はポート。＃1~15 はトロイダルセクショ

ン番号。☒はトロイダル磁場コイル断面。青・

赤実線は共鳴摂動磁場生成用コイル。 

 
 

図 2 HYBTOK-II の全体写真。上部の黄色部が鉄心。

左部の配管は真空排気用の配管。 



 

3 

運転は、フラットトップの時間間隔とコイル電流

値をトロイダル磁場コイル用電源盤内にある設

定器で設定することによりトロイダル磁場波形

のフラットトップがこれらの設定値になるよう

に IGBT 素子が動作する。トロイダル電源のコン

デンサには待機時に 800 V まで充電され、運転指

令のパルス信号が入力されると300 Vだけ放電さ

れる（設定電流値を 6 kA、通電時間を 20 ms に

設定したとき）。この場合、次の通電までに必要

な充電時間は 2 分である。パルス信号が入力され

ると IGBT素子は 2.2 kHzのスイッチング周波数

で設定した電流値と通電時間になるように動作

する。 

トロイダル磁場波形にリップルが存在するこ

とが確認されており、このリップルの周波数は

IGBT 素子のスイッチング周波数である。リップ

ルの大きさは定格電流に対して±0.5 %である。

トロイダルコイル電流値を上げるほど、フラット

トップに達するまでの時間が長くなるため、トカ

マク放電する場合にはトロイダルコイル電流値

によって運転指令のパルス信号の入力時刻を調

整する必要がある。 

ジュールコイル用電源、垂直磁場コイル用電源

における IGBT インバータ電源への入力波形は、

制御用コンピュータ上の LabVIEW(National 

Instruments Co. Ltd.) によって生成され、

WE7000 に装備した任意波形発生器（型名：

WE7121/10MHz ファンクションジェネレータ

モジュール）を介して、ジュールコイル用電源、

垂直磁場コイル用電源へ送られる。LabVIEW で

は、ジュールコイル、垂直磁場コイルに流す電流

値を、毎回の放電終了時に観測者が水平位置を確

認し、その位置によって電流値を調節し、次の放

電に臨むという、プレプログラム方式である。プ

レプログラム方式による位置制御だけでは、放電

毎のプラズマ水平位置のばらつきを生じ、再現性

の高い放電を実現することができない。そこで、

放電の再現性を高めるための水平位置制御は高

速フィードバック制御については、9)-2 節に記載

する。 

HYBTOK-II で生成されるプラズマはリミタ配

位の円形断面を持ち、垂直方向の時間的な位置変

動は安定しているので、垂直位置制御のための水

平磁場コイルには市販の直流安定化電源

PAK20-36A(菊水電子工業)を用いて一定直流（5

～10 A）を流している。 

 

4)-3 回転摂動磁場生成用コイル、及び電源 

HYBTOK-II は閉じ込め磁場生成用のコイル以

外に回転する共鳴摂動磁場生成用のコイル(外部

共鳴摂動磁場磁場用コイル)を有し、それは 2 組

のヘリカルコイルにより構成される。この 2 組の

コイルに位相差を持つ交流電流を流すことによ

って、回転する共鳴摂動磁場を生成する。主たる

生成摂動磁場モード数は m/n=6/2, 6/1(ここで、

m, n はそれぞれポロイダルモード数、トロイダル

モード数)である。共鳴摂動磁場用コイルは導体に

よる遮蔽を防ぐため真空容器内に設置すること

が望ましいが、HYBTOK-II では、内部への設置

が容易ではないため真空容器の外部に設置され

ている。また、その設置の空間構造であるが、

HYBTOK-II の真空容器は 16 個のセクションか

ら構成されており、その内の一つ置きの 8 セクシ

ョンにポロイダル断面に対し対称性よく2 組（A，

B）のコイル（フジクラ電線社製、型名：WL-1D、

耐圧 600 V、導体部断面積 8 mm2、ケーブル外径

6 mm)が巻かれている。その概略を図 5 に示す。

トロイダル方向に局所的な配置をしていること

から局所ヘリカルコイル(Local Helical Coil：

LHC)と呼んでいる。LHC は図 5 に示すような構

造をしており、電流の向きを各セクション間で定

められたポロイダル角になるように設置するこ

とにより、より良いトロイダルモード数を得るよ

うにしている。表 3 に、摂動磁場発生コイル用電

源の仕様を示す．このインバータ電源では耐圧・

耐電流が 1200 V-400 A の IGBT 素子(三菱電機、

型式: CM400HA-24H)を用いている。 

 
 

表 2 ジュールコイル用、垂直磁場コイル用、トロイ

ダル磁場コイル用電源の主要使用パラメータ。 

 
 

図 4 IGPT インバータコイル電源回路図。 
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本コイル電源は、m/n=6/2, 6/1 の摂動磁場発生

コイルだけでなく、簡易的に取り付けた低次の摂

動磁場コイルや真空容器内に取り付けたMHDス

ペクトロスコピィ用アンテナにも給電可能であ

る。 

 

4)-4 ディスラプション研究のためのジュール

コイル電源システム 

HYBTOK-II において、プラズマ電流を増加さ

せる低 q ディスラプション実験を行う場合、ジ

ュールコイル用電源に IGBT インバータ電源を

使用した場合、電流値の瞬時制御によりディス

ラプション発生時に電源が応答してしまい、プ

ラズマ電流の単調減少が抑制されてしまう。こ

の現象を回避して、低 q ディスラプション実験

を行うために、外部ストップ信号により、放電中

の任意の時刻でインバータ電源によるジュール

コイルへの電流供給を遮断し、サイリスタスイッ

チによりコンデンサバンク放電に転流させるよ

うに電源を改造してある。改造後のジュールコイ

ル用 IGBTインバータ電源の電力供給システム模

式図を図 6 に示す。破線で囲んだ箇所が改造をお

こなった点である。インバータ電源に対し並列に

挿入されたサイリスタスイッチは、三菱電機製

TM400PZ-2H である(規格は平均オン電流 400 A、

ピーク繰り返し逆電圧は 1600 V、ピーク繰り返

しオフ電圧は 1600 V )。ジュールコイルに流れる

電流はプラズマ生成時、最大で 300 A であること

から、平均オン電流と比較しても安全面の問題は

ないことを確認している。また同様に設置された

電解コンデンサは耐電圧が 450 V、容量が 18 mF 

を使用し、電源ユニットに新たに装備されたスラ

イダックにより電圧調整をおこなう。 

コンデンサバンク放電への転流に伴い変化す

るプラズマ電流波形の模式図を、トリガタイミン

グのシーケンスに併せて図 7 に示す。コンデンサ

バンクからの給電に切り替え後は、充電電圧によ

ってプラズマ電流波形が変わるので、垂直磁場コ

イル電流の指令波形を変えて、プラズマの水平位

置調整をする必要がある。 

 

5) 真空排気装置、壁調整方法 

排気系は 2 台のターボ分子ポンプ（セイコー精

機製, 型名 STP-301C, 公称排気速度 300 liter/s、

大阪真空社製, 型名 TH520, 公称排気速度 520 

liter/s）を用いて真空容器内を排気しており、到

達真空度は 10-7 Torr 程度になる。真空容器には

ベーキング用リボン線が巻かれており、大気開放

 
 

図 5 共鳴摂動磁場用コイル配置図。赤と黒の実線が

コイル配値で、独立で通電可能。 

 
 

表 3 回転摂動磁場コイル用電源の主要使用パラメ

ータ。 

 
 

図 6 改造ジュールコイル用電源の模式図。IGBT イ

ンバータ電源から電解コンデンサ電源への給

電源移行システムを追加。 

 
 

図 7 改造ジュールコイル用電源による IGBT インバ

ータ電源から電解コンデンサ電源への給電源

移行システムを使った電流値波形例。 
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後は、これを用いつつ、トカマク放電を繰り返す

ことにより、真空容器内のコンディショニングを

行っている。 

 

6) 使用する粒子種（ガス種）、粒子供給方法 

燃料ガス供給システムは、同じ実験室で使われ

ている大野研究室の他のプラズマ実験装置と共

用で、H2, D2, Ar, He, N2, Ne が現在利用可能であ

る。燃料ガスシステムから供給されたガスは一旦

HYBTOK-II 専用のガス貯めに貯蔵し、そこから

放電毎に真空容器にガスが供給される。現在、通

常の放電は、H2ガスで行っている。 

 

7) 加熱・電流駆動装置 

現在利用できるプラズマ加熱源は、ジュール加

熱のみである。 

 

8) 運転に必要な計測器（磁気計測など） 

運転に必要な計測器は、以下の通りである。磁

気プローブアレイ(ポロイダル磁場計測用/プラズ

マ水平・垂直位置測定用)、ロゴスキーコイル(プ

ラズマ電流値計測用、トロイダル磁場コイル電流

値計測用)、周回磁束ループ(周回電圧計測用)。他

に運転に必要な計測値は、ジュールコイル電源電

圧値、ジュールコイル電源電流値、垂直磁場電源

電圧値、垂直磁場電源電流値であるが、以上はそ

れぞれの電源盤からの出力を制御計算機に転送

している。 

 

9) トカマクプラズマの立ち上げ、制御 

9)-1 トカマクプラズマの立ち上げ 

トーラス2か所(#9、#16セクションの下側)に

トリア入りタングステン製のフィラメントが

設置されており、プラズマ放電時には2つのフ

ィラメントに通電し、プラズマ着火を促進して

いる。ただし、フィラメント1個運転では、壁

の条件がかなり良くないと着火が難しい。 

 

9)-2放電制御について 

放電時の各機器の運転タイミングにはオプ

トサイエンス社製の8chディレイタイムパルサ

ー（model:9618）を使用している。ディレイタ

イムパルサーへの入力トリガタイミングを0 ms

とすると、各タイミングのディレイ時間を図8

に示す。ディレイタイムパルサーは、HYBTOK

放電制御盤からの制御信号によりスタートす

る。 

# プラズマ電流制御; 

前もって設定した一次側ジュールコイルの電

流値波形をファンクションジェネレータ(横川

電機製WE7121)を介して、ジュールコイル電源

に指令値として入力する。電流値波形は

LabViewで作成する。鉄心磁束変化のヒステリ

シス特性を考慮して鉄心の飽和(100Vms)をで

きるだけ回避し、放電時間を延ばすため、典型

的には交流的なプラズマ電流波形を採用して

いる。このため、極性反転後のプラズマ電流駆

動時に10kAで10ms程度の放電時間が可能とな

っている。 

# プラズマの水平位置制御; 

典型的には、前もって設定した垂直磁場コイル

の電流値波形をファンクションジェネレータ

(横川電機製WE7121)を介して、ジュールコイル

電源に指令値として入力する。電流値波形は

LabViewで作成する。以前、DSPを使った位置

制御システムがあったが、現在、故障中である。

最近、東工大の協力でマイコン(Arduino Due)を

使ったシステムを導入し、現在、試験的運用し

ているが、時間応答が十分でない場合もあり、

改良が必要と考えている。 

# 垂直位置制御;  

固定電流値を行っている。制御電流値は磁気軸

の垂直位置を確認し、手動で電流値を設定する。 

# プラズマ形状制御; 

ポロイダルコイル系の制約で形状制御は行え

ない(実際のポロイダルコイル位置を考慮した

MHD平衡計算結果によるとプラズマ最外殻の

断面形状はほぼ真円)。 

# 密度制御; 

ガスはピエゾバルブによって導入され、運転時

に10-4Torr程度になる。ピエゾバルブの開閉度、

開閉時間については自作のファンクションジェ

ネレータに手動で設定する。 

 

10) 実験条件の設定、データ収集、データ管理、

実験日誌など 

10)-1 実験条件の設定 

トロイダル磁場コイル電流波形、シーケンス

間隔、ジュールコイル・垂直磁場コイル電流波

 
 
 

図 8 HYBTOK 各機器の運転タイミングチャート例。 
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形を入力する。放電前にピエゾバルブ開閉度を

設定し、トリガー(計測、ガスパフ)設定を行う。 

 

8)-2 データ収集システム 

ADCとして、運転制御用計測データ収集用に

100kHz、4ch入力のWE7272モジュール(横河電

機製)を8セット、各種プローブ計測データ収集

用に、1MHz、2ch入力のWE7275モジュール(横

河電機製)を8セット、1MHz, 2chのADC入力モ

ジュールを8ボード備えたDL750( (横河電機製

デジタルオシロ)、1MHz、4chのNR-HV04モジ

ュール(キーエンス製データロガー)を6セット

利用している。WE7272、WE7275とPCとのイン

ターフェース用にWE7000(横河電機)を2台、

NR-HV04とPCとのインターフェース用に

NR500(キーエンス)を1台運用している。 

 

10)-3 データ管理 

WE7272、WE7275で収集したデータは、ショ

ット毎にWE7000からLAN経由で制御計算機や

データ収集計算機(共にOSは、WindowsXP)に転

送し、“¥実験担当者¥年月日/モジュールリンク

名¥その日のショット通番“で、時刻付き、ア

スキーデータのcsv形式で保存している。デジタ

ルオシロDL750で計測した計測データは、ショ

ット毎に手動で内蔵HDDにデータ保存し、実験

の区切りがつき次第、LAN接続で個別PCにデー

タを保存している。その際の書式は、時刻付き、

アスキーデータのcsv形式となっている。

NR-HV04で計測した計測データは、NR-500経由

で、専用PCにショット毎に時刻付き、アスキー

データのcsv形式で保存している。 

 

10)-4 実験日誌など 

基本紙ベースで備忘録程度(実験の概要、放電

の状態、放電数等).の事項を実験記録簿に記載。 

実験担当者によっては、excel等で実験条件等を

細かく管理している場合もある。 

 

11) 基本的な解析ツール（プラズマ位置形状解析

など） 

解析プログラムは、PV-WAVE、Matlab、Python

を利用して作成している。プラズマ水平・垂直

位置評価(プラズマ半径評価, 挿入プローブの

小半径位置評価), プラズマ境界・プラズマ中心

のq値評価(中心は電流分布推定時), 電子温度、

電子密度をプローブ計測値から評価している。

プラズマ流速評価, 磁場揺動強度FFT、クロス

コリレーション評価等に適用している。 

 

12) 安全対策、安全教育関係 

# 核融合研、名大主催の放射線取り扱い講習会

に参加し、ルクセルバッジで被ばく量を監視し

ている. 

# トロイダル電源は、コンデンサ電圧が200V以

下になってからブレーカ断を行っている。 

# トリプルプローブやマッハプローブの電源

配線; 回路と電源の配線が終わってから、電源

コンセントを繋ぐ. 

# RMP電源の極性切り替えもブレーカは切らず

に、電源を停止状態にしてから配線の切り替え

を行っている。 

# 大気開放後の作業は、大気圧を確認して実行

する。 
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LATE装置の概要 
Overview of Low Aspect ratio Torus Experiment (LATE) Device 

 

打田正樹、田中仁、前川孝、LATEグループ 

 

京都大学大学院エネルギー科学研究科 
 

1. はじめに 

京都大学の LATE (Low Aspect ratio Torus 

Experiment) 装置は、電子サイクロトロン（EC）

周波数帯のマイクロ波電力のみで球状トカマ

クプラズマの形成・維持を行うことを目的とし

て、1999年に実験を開始した小型装置である[1, 

2]。 

この目的のため、中心ソレノイドコイルは持た

ず、主要な加熱機器として 2.45GHz および 

5GHz のマイクロ波を使用する。この際、入射

電磁波より変換された電子バーンスタイン（EB）

波を用いることで、プラズマ遮断密度を超えた

球状トカマクプラズマの生成・維持を行う。 

2021年、LATEを設置している本体建物の改

修工事のため一旦分解され倉庫保存となった

後、2022年春より再組立を行っている。本稿で

は、LATE 装置の主要構成機器や実験手順、主

な計測・解析について述べる。 

 

2. 実験室の環境、インフラ 

 LATE 装置は京都大学北部構内の先端エネル

ギー科学実験棟内にあり、1 階に本体および主

要機器、地下 2 階に純水冷却装置および一部の

マイクロ波用電源が設置されている。運転は 2

階の制御室より行う。1 階の本体室には道路に

面した大扉があり、大型機器の搬入に使用する。

また、天井クレーン（2.8 t）が設置されており、

LATE 装置本体の組立、電源等の大型機器設置

等に使用するほか、通常の大気開放の際にも重

量のあるフランジの取付け・取外し等に使用す

る。 

 

3. 装置の構造 

図 1に LATE装置の概要を示す。真空容器は

内径 1 m、高さ 1 m、厚さ 8 mmのステンレス製

円筒型容器であり、円筒中央に外径 114 mm、厚

さ 7 mm の中心柱が通っている。中心ソレノイ

ドコイルは無く、中心柱の中にはトロイダル磁

場コイルのみが収まっている。上面および下面

フランジは 28 mm厚の円形フランジである。真

空容器で決まるプラズマ生成領域は約 0.8 m3で

ある。 

真空容器は 2001 年、2022 年に観測ポートの

増設を行い、現在では上面フランジ及び下面フ

ランジに各 15個（内径 215 mm×6、内径 64 mm

×6 個、内径 39 mm×3）、側面に 60 個（内径

310 mm×1、内径 210 mm×5、内径 159 mm×6、

 
 

図 1. LATE装置の概要図（側面図） 
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図 2. LATE装置上面図 
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内径 64 mm×40、内径 39 mm×8）の観測ポー

トが設けられている。最大のポート径は 310mm

であり、大気開放時に人が容器内に入ることは

基本的には出来ない。 

 真空容器内の上部・下部・赤道面外側にはMo

板を設置し、EC 加熱で生成された高速電子の

真空容器壁への流入による局所的な温度上昇

を緩和している。上部および外側は観測ポート

より可動式Mo板（上部は厚さ 10 mm、外側は

20 mm）を挿入し、下部には厚さ 10 mm の Mo

板を下面フランジの上に置いている。それぞれ

の Mo板はステンレス薄膜（0.5 mm厚）を介し

た水冷により真空外より冷却する。 

 トロイダルコイルは中心柱内に設置した 60

本の直線導体とそれらを直列に繋ぐためのリ

ターンバーよりなる。直線導体は外径 10 mm、

厚さ 2 mm の中空導体であり、中空部を水冷し

て用いる。この直線導体 60 本を中心柱内に配

置し、エポキシ含侵により固定している。リタ

ーンバーは幅 75 mm、厚さ 3 mmの銅製であり、

自然空冷で用いる。リターンバーは高さ方向に

4 段に分けて直線導体との接続スペースを確保

し、トロイダル方向には 6 方向にまとめてリタ

ーンすることでポートへのアクセス性を確保

している（図 2 参照）。6 方向にまとめること

によりトロイダル磁場リップルが発生するが、

リターン部を真空容器から離すことでリップ

ルは R = 0.5 m（真空容器壁）においても最大

1.5%程度である。6 方向に分けたリターンバー

は絶縁板を挟んだ上で全体をボルト固定し一

体化し、6方向に設置した支柱に固定している。

トロイダルコイルへの室温（~25 度）での通電

試験では、中心導体に 1 L/min の純水を流した

上で 1kAの電流を 380秒間流した際、最大温度

上昇は中心導体部で 13度であった。 

 ポロイダルコイルは垂直磁場コイル 3対およ

び水平磁場コイル 1対が設置されている。垂直

磁場コイルは内側より順に Bv-in、Bv-out、Bv-r

の 3種類（図 3参照）が設置されており、すべ

て 20 ターンの自然空冷式コイルである。コイ

ルが作る磁場のディケイ指数は容器中心の

R = 0.25 m においてそれぞれ 0.83、0.24、0.007

である。100 A 通電時の磁場は R = 0.25 m にお

いてそれぞれ 0.17 mT、1.13 mT、2.89 mT であ

る。EC によるプラズマ立ち上げに際しては垂

直磁場のディケイ指数の設定が重要であり、こ

れらのコイルを組み合わせて最適な磁場配位

を形成する。これらの垂直磁場コイルに加えて、

プラズマの垂直位置制御のために水平磁場コ

イル（Bh）を設置している。22 sq の KIV 線を

手巻きで 21 ターンしたもので、自然空冷で使

用している。 

 

4. 磁場コイル電源 

 

 トロイダル磁場コイル電源として、1kA、

120V の定常電源と、3kA、330V、0.1秒のパル

ス電源の 2 種類を保有している。定常電源は

500A、120V の電源 2 台より構成されており、

直列運転の場合は 500A、240V、並列運転では

1kA、120V の出力が可能である。パルス電源は 

全容量 10Fの電解コンデンサ（350V, 33mF）バ

ンクとトランジスタスタックを用いた電源で

あり、LCR放電波形の途中よりトランジスタに

より定電流制御を行うものである。定電流とな

るフラットトップ時間は出力電流に依存し、

3.0 kA 出力の場合は約 0.1 秒、1.5 kA 出力では

約 0.4秒のフラットトップ時間となる。3 kA通

電時（180 kA turn）には、5 GHz マイクロ波に

対する基本共鳴層が R = 20.2 cm、1.5 kA通電時

（90 kA turn）には、2.45 GHzマイクロ波に対す

る基本共鳴層が R = 20.6 cm となり、どちらの

場合も容器中央に基本共鳴層を設定可能であ

る。 

 ポロイダル磁場コイル電源は、Bv-in 用に

35 V, 400 A（35 V, 200 Aを 2台並列）の定常電

源、Bv-out 用に 16 V, 300 A（16 V, 100 Aを 3台

並列）の定常電源、Bv-r 用に 60 V, 800 A, 2 s の

パルス電源を用いている。 Bh用には、20 V, 60 A

の定常バイポーラ電源を用いる。垂直磁場コイ

 
 

図 3. ポロイダルコイル配置図 
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ルの通電電流波形は電源の外部電圧制御によ

り行い、任意波形発生器を用いてプリプログラ

ムにより設定する。水平磁場コイルについては、

赤道面上下のフラックスループ計測で得た信

号を用いてフィードバック制御により通電し、

プラズマの上下位置安定化を行っている。 

トロイダル磁場、ポロイダル磁場コイル電源

はすべてリニアレギュレータ方式のものを用

いており、ノイズ発生が懸念されるスイッチン

グ式電源は使用していない。 

 

5. 真空排気装置と壁調整方法 

 真空排気部の概要を図 4 に示す。真空排気は

主ポンプにターボ分子ポンプ（1800 L/s）を用い、

後段に補助ポンプとしてメカニカルブースタ

ーポンプ（1833 L/min）、およびロータリーポン

プ（367 L/min）を用いている。これらの排気装

置系を LATE の赤道面ポート（内径 210 mm）

に接続して使用している。到達真空度は約 1×

10-5 Pa である。 

 本体のベーキングは真空容器に取り付けら

れたヒータにより常時 50度前後に保っている。

Oリングを用いた装置であり、高温ベーキング

は行っていない。 

 壁調整法は、通常放電と同じ H2 ガスを用い

たプラズマ放電を行うことにより壁洗浄を行

う。放電洗浄の際には定常のトロイダル磁場コ

イル電源（< 1 kA）を用いた 2～5秒程度の放電

を行い、ショットを重ねながら徐々にプラズマ

電流を上げていくように放電を行う。EC によ

るプラズマ立ち上げにおいては、プラズマ電流

の上昇とともに高速電子のエネルギー帯が上

がり、これらが損失する場所も変化する。定常

垂直磁場での電流ジャンプによる磁気面形成

[3]後、垂直磁場およびマイクロ波電力を上昇さ

せながらプラズマ電流をランプアップ[4]させ

るが、プラズマ電流値が新たな値に上昇する度

に、放電中の電離真空計信号に真空容器壁から

のガス放出と思われる真空度の上昇がみられ

る。放電洗浄においては、このようなガス放出

が観測されなくなるまで放電を行う。 

 

6. 粒子供給装置、加熱・電流駆動装置 

放電は主に H2ガスを用いており、ガスボンベ

から減圧弁、ステンレス配管を通してピエゾバ

ルブを用いたガスパフにより真空装置内へ供

給している（図 5参照）。ピエゾバルブの制御

は任意波形発生器の出力を増幅してピエゾバ

ルブに印可しており、主に矩形パルスの幅と周

期で供給量を調節している。複数台の任意波形

発生器を用いて放電中のガスパフ量を制御し

ている。 

加熱・電流駆動装置には、すでに述べたよう

に 2.45 GHz および 5 GHz のマイクロ波装置の

 
 

図 4. 真空排気装置 
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図 5. 水素ガス導入装置 

 
 

図 6. 2.45 GHzマイクロ波入射系 
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みを用いており、これらの電力でプラズマの発

生、プラズマ電流生成、トカマクプラズマ形成・

維持までをすべて行う。 

図 6 に 2.45 GHz マイクロ波入射系の概要図

を示す。発振管に 20 kW、CW マグネトロンを

用いたマイクロ波装置であり、最大 2 s の出力

が可能な装置である。マグネトロンからの電力

は TE10モード矩形導波管で伝送した後、LATE

本体の直前で円形矩形変換器を通して円形

TE11モードに変換し、任意偏波発生器により偏

波を設定して[5]、円形テーパ管で入射ランチャ

ー径 134.2 mm に適合させて赤道面外側からセ

ラミック窓を通して入射される。入射ランチャ

ーとしては、終端されていない円形導波管その

ままを用いている。セラミック窓を含めた入射

ランチャーはベローズを用いて角度調節が可

能であり、入射偏波および入射角を調整するこ

とにより電子バーンスタイン波への結合率を

最適化する[6]。同様のシステムが合計4台あり、

4 つのポートよりそれぞれ入射することで合計

80 kW, 2 s の 2.45 GHzマイクロ波電力の入射が

可能である。マイクロ波電力は外部制御により

出力の連続変化が可能であり（立上り ~2 s、立

下り ~20 s）、任意波形発生器により制御する。 

 図 7 に 5 GHz マイクロ波入射系の概要図を

示す。こちらは発振管にクライストロンを用い

た装置であり、最大 200 kW、0.1 s の入射が可

能である。クライストロンには、日本原子力研

究所（現量子科学技術研究開発機構）より借用

したパルスクライストロンを用い、当初設計よ

りもビーム電圧およびビーム電流を下げ、パル

ス幅を長くして使用している。発振器からの電

力は TE10モード矩形導波管で伝送した後、円形

矩形変換器により円形 TE11モードに変換し、偏

波器により左回り円偏波に変換した後、入射ラ

ンチャーより入射される。ランチャーは

2.45 GHzの場合と同様に、終端されていない円

形導波管そのままを用いている。 

 どちらの立体回路も、ネットワークアナライ

ザにより測定した特性をもとに必要に応じて

導波管回路内にオリフィス板を挿入して反射

率を数%以下に調整している。 

 

7. 計測器 

 磁気計測として、LATE装置では 17本のフラ

ックスループを図 8のように設置している。中

心柱内に 5本（図中のCU2, CU1, C0, CD1, CD2）、

容器外側壁に 6本（RU1~3, RD1~3）、容器上面

及び下面に 6本（U1, T1, T2, D1, B1, B2）設置

されている。フラックスループからの信号はア

ナログ積分器を用いて、放電開始直前に積分開

始した積分信号を記録する。この他に、39箇所

に磁気プローブを設置しており、磁気揺動の計

測を行っている。 

 LATE 装置では、フラックスループにより計

測した磁束分布より電流分布推定を行ってい

る。LATE での EC 立ち上げにおいては、高速

電子（~100 keV）がほとんどの電流を担い、そ

れらの軌道は磁気面から外側に大きくシフト

した軌道となる。したがって、プラズマ電流が

磁気面上を流れることを前提とした平衡解析

や電流分布推定等を用いることができない。そ

 
 

図 7. 5 GHzマイクロ波入射系 

 
 

図 8. フラックスループ位置と電流分布モデル 
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こでプラズマ電流を 7つのパラメータ（図 8の

𝑅0, 𝑍0, 𝑎, 𝜅, 𝛿, 𝜎 および電流のピーク指数 𝛼 , ピ

ーク電流密度 𝑗0）を持つモデル分布関数を用い

て磁束データを満たすように最小二乗フィッ

ティングによりパラメータを決定して求めて

いる[4]。さらに、求めた電流分布をもとに、非

等方圧力分布モデルによる平衡解析を行って

いる（10. 解析ツールを参照）。 

 プラズマ密度の計測は 70 GHz ミリ波を用い

た干渉計により行っている。図 9に示すように

赤道面に 4コード配置し、線積分密度信号を計

測している。70 GHz ガン発振器を用いたホモ

ダイン干渉計であるが、標準導波管部品を用い

て sin 及び cosine 成分を同時測定し位相検出

を行っている[7]。4 コードの視線積分信号およ

び外側リミタにおいて密度ゼロの 5つのデータ

をスプライン補完した後、アーベル変換をする

ことで赤道面上の電子密度分布を得ている。 

 X 線計測として、垂直 4 コードの CdTe 硬 X

線波高分析、AXUV 検出器アレイを用いた 4方

向軟 X 線 CT 像再生（合計 80ch）、赤道面上 2

アレイでの軟 X 線計測を行っている。赤道面

AXUVでは極薄膜（Al 50 nmや Al 25nmとポリ

イミド 25nm の複合膜等）を用いた吸収法によ

り電子温度の推定を行う。また、可視光高速

CCD カメラによりプラズマ像の時間発展の計

測や、可視分光器による不純物スペクトル計測

を常時行っている。 

 

8. プラズマの生成・制御 

LATEでは、2.45 GHzおよび 5 GHzマイクロ

波電力のみでプラズマの生成およびプラズマ

電流駆動を行い、球状トカマクプラズマを形成

している。プラズマ立ち上げにおいて行う主な

制御は、マイクロ波電力および偏波、平衡垂直

磁場強度および形状、水素ガスパフ調整である。

電子密度は主にマイクロ波電力やガスパフ、プ

ラズマ電流は主にマイクロ波電力および平衡

垂直磁場の制御により行うが、電子密度分布や

マイクロ波入射偏波は電子バーンスタイン波

へのモード変換に影響し、お互いに影響を及ぼ

しあうため、制御は容易ではない。 

LATE でのトカマク形成は定常垂直磁場印可

の下での EC加熱による放電開始[8]、プラズマ

電流生成と電流ジャンプによる磁気面形成[3]、

プラズマ電流ランプアップ[4]の各段階を経て

行われる。それぞれの段階において適切なマイ

クロ波電力および偏波、垂直磁場強度および形

状、ガスパフの設定が必要であり、磁気計測、

電子密度分布計測、可視光像、不純物スペクト

ル、X 線計測の結果を参照しながらそれらの調

整を行って、プラズマを立ち上げる。 

図 10 は 2.45 GHz マイクロ波を用いて 12 kA

のプラズマ電流を立ち上げた放電の例である。

𝐵𝑣~20 G の定常垂直磁場の下でマイクロ波電

力を入射すると放電が開始し、プラズマ電流が

発生して電流ジャンプを経て~2 kA のプラズマ

電流となり磁気面が形成される。その後、平衡

垂直磁場のランプアップとともにマイクロ波

電力を増大させてプラズマ電流をランプアッ

プし、最終的に 12 kAのプラズマ電流を持つ球

状トカマクが形成される。電子密度はプラズマ

電流ランプの開始前後からオーバーデンスと

なっており、最終段階ではプラズマ遮断密度の

6~7 倍に達しており、電子バーンスタイン波に

よるトカマク維持が行われている。電子密度の

上昇によりマイクロ波遮断層付近の密度勾配

 

 
 

図 9. 70 GHz ミリ波干渉計コードと赤道面密度

分布の解析例 

line-integrated

(m-2)

inverted profile

(m-3)

 
 

図 10. 2.45 GHzマイクロ波による放電例 

Ip~12kA

65kW(total)O-mode like X-mode like

cutoff level
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も上昇するため、電子バーンスタイン波へのモ

ード変換のための最適な入射偏波も時間的に

変化していくので、この放電では Xモードに近

い入射偏波での電力の割合を時間的に増大し

て放電を行っている。最終的に 65 kW の

2.45 GHz マイクロ波によりプラズマ電流 12 kA、

中心の電子密度6 × 1017 m-3（プラズマ遮断密度

の 8 倍）のトカマクが形成されている。 

 

9. 実験の遂行 

実験条件の設定（マイクロ波電力、磁場強度・

形状、ガスパフ波形）は主に PCより図 11に示

すような自作 GUI ソフトを用いて制御してい

る。GUIソフトにより制御波形の時間発展を決

め、これにより任意波形発生器を制御して各種

制御機器を外部制御する。各装置のトリガー設

定はデジタルディレイパルサー（30ch）等を用

いて設定している。 

データ収集は、複数のシステムを計測器に応

じて使用している。CAMAC 規格でデータ転送

にイーサネットを用いるCC/NETクレートコン

トローラと自作 ADコンバータ（12 bit, 1 MHz, 

32 kwords, 計 400 ch、Elsys TraNET EPC（14 bit, 

10 MHz, 32 Mwords, 32 ch）、 National Instruments 

PXIe（16 bit, 1.25MSa/s, 128 ch）等を用いている。

放電ショット毎に自動でデータ収集を行うよ

うに自作プログラムや Labviewによる制御を行

っている。その他に 24 時間データを収集する

容器壁温度、真空度の記録には NI cDAQを用い

ている。 

データの保存は日付+ショット番号により階

層化したサーバ上のフォルダに行い、1日毎、1

月毎に簡単なスクリプトにより自動バックア

ップを行う。 

実験日誌は主に手書きで行ったものを実験

後に PDF化して保存しているが、主な制御機器

の設定パラメータは、9.で述べた条件設定用

GUIソフトによりショット毎に設定値を保存し

ており、記入漏れ等への対策を行っている。 

 

10. 解析ツール 

データの解析は、高級言語（C、Fortran 等）

とインタープリタ（Python, Perl 等）を組み合わ

せた自作プログラムを目的に合わせて作成し

て使用しており、特定の解析ソフト等は使用し

ていない。 

プラズマ電流位置・形状は 7.計測器で述べた

ようにフラックスループによる磁束計測によ

り求めている。磁束計測におけるノイズ対策を

厳重に行い、この方法での推定磁束と計測磁束

の平均二乗残差は 1%未満である。これにより

求めた電流分布をもとに 𝒋 × 𝑩 = ∇ ⋅ 𝐏 （ただし、

 𝒋 は電流密度、𝑩 は磁場、𝐏 = 𝑝⊥𝐈⃡ + (𝑝∥ − 𝑝⊥)𝒃̂𝒃̂、

𝒃̂ = 𝑩/|𝐵|）を解くことで、平衡圧力分を求める。

図 12 に平衡圧力分布の解析例を示す。求めら

れた圧力分布、電流分布と高速電子軌道を比較

すると、3 者が互いに矛盾しない結果が得られ

ており、総合的に解析結果の妥当性を確認して

いる。 

 

11. 安全対策 

安全対策として、学生が機器を運転すること

も考慮して、高電力装置や危険な装置において

はインターロックや安全装置を必ずつけるよ

うにしている。マイクロ波入射装置は、プラズ

マを見るフォトトランジスタの信号を用いて

プラズマが消えた際には電力変調信号をゼロ

にし、入射電力をオフにしている。 

また実験室内に人が居る状態で放電をしな

いように、監視カメラ 8台で全ての箇所を確認

できるようにしている他、実験室の入口扉の開

閉モニタ、実験室へ入室する際は放電トリガー

の遮断スイッチを入れる等、複数の安全対策を

 

 
 

図 11. マイクロ波電力設定用 GUI 

 
 

図 12. 平衡圧力分布解析例 

p||+p^分布と電子
軌道(100 keV)p^ profilep|| profile

p||

p^

電流分布と電子
軌道 (100 keV)

 電流分布は電子軌道
と矛盾しない
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組み合わせている。また、安全衛生管理基準に

準拠するように室内を整備するよう心がけて

いる。 

新入生への安全教育は年 1回の研究科による

安全教育、学内講習会等があり、装置固有の安

全講習として修士 1年の際に運転に関する安全

教育を研究室で行っている。 
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小型トカマク装置 PHiX
Plasma with Helical fields Initiative eXperiments (PHiX)

筒井広明
Hiroaki TSUTSUI

東京工業大学 科学技術創成研究院
Tokyo Institute of Technology

1 概要

装置外観写真を図 1，装置諸元を表 1，装置を上
から見た模式図を図 2 に示す。PHiX は"Plasma
with Helical Fields Initiative eXperiments" の略
であり、分割型ヘリカルコイルによるヘリカル磁場

を印加したトカマク実験を行うための装置である。

PHiXは大半径 33 cm，小半径 9 cmの小型装置な
がら κ = 1.8 という高い楕円度のトカマク放電が

できるよう設計された装置である。トロイダル磁

場コイルは 16本のコイル，ジュール加熱用の鉄芯
付き OH コイル，位置形状制御するためのポロイ
ダル磁場コイルは 6 本，また真空容器内に 2 本の
高速制御用コイルがある。これらのコイルの電源

は，トロイダル磁場コイルはフライホイール発電

機，その他のコイルはコンデンサバンクと IGBT
を用いたインバーター電源で駆動している。計測

系は，真空容器内に 14本のフラックスループとセ
クション#12 に 12 ch の磁気プローブアレイ，セ
クション#2，#4，#6，#7，#10，#14，#16に
トロイダル方向の磁気プローブが一つずつ配置さ

れている。そして，オペアンプを用いた時間積分

を行い磁束値に変換し，測定用のロガーや制御用

の FPGA（Field Programmable Gate Array）に
接続される。制御は，National Instruments 製の
FPGA：CompactRIOを用いてプラズマ位置形状
の実時間制御を可能としている。

2 磁場閉じ込めに必要なコイル系

• トロイダル磁場コイル
　トロイダル磁場コイルは 13 turn巻いてある
コイルがトーラス周回上に 16個配置されてお
り，フライホイール発電機により電源供給し，

現在真空容器中心で 0.0875 Tのトロイダル磁
場を生成している。

図 1: PHiX装置の外観

表 1: PHiXの装置パラメータ

大半径 R0 33 cm

小半径 a 9 cm

楕円度 κ 1.8

プラズマ電流 Ip < 5 kA

トロイダル磁場 Bt < 0.3 T

放電時間 t <5 ms

排気ポンプ

高速カメラ用
ビューイングポート

2.45GHz RF入射用
　　　　　　導波管

ガス供給バルブ

静電プローブ
（トリプルプローブ）

イオンゲージ

#1

#2

#3

#4

#5

#6

#7

#8

#9

#10

#11
#12

#13

#14

#15

#16

図 2: 装置上面からの概略図
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• OHコイル
　トカマクでは，プラズマの閉じ込めと加熱に

トロイダル方向にプラズマ電流が必要になる。

変圧器の原理で１次側コイルの磁束を変化さ

せ，２次側のプラズマに誘導電流を駆動する方

法である。鉄芯（図 3）の飽和特性を，図 4に
示す。飽和磁束は 0.025 Vs 程度であり，両振
りしても 0.05 Vs程度と若干少なめである。こ
れはプラズマ電流の駆動に 5 V の周回電圧が
必要であるとすると，10 ms程度の放電しか維
持できないことを意味している。放電時間の

長時間化には，真空ポンプの増強とベーキング

により不純物を減らしてやるか，高周波加熱な

どによる加熱でプラズマの電気抵抗を十分小

さくしてやる必要がある。

130 cm

90 cm

760 kg

図 3: 鉄芯の外観と寸法

• ポロイダル磁場コイル
　図 5 に PF コイルの配置と巻き数を示す。
PFコイルはプラズマの位置形状制御に用いら
れ，PHiX は真空容器外に 6 本，真空容器内
に 2本の PFコイルが配置されている。また，
PF3, 4は鉄芯内側に配置されているため，OH
コイルに電圧を印可すると，巻き数比分の電圧
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図 4: 鉄芯の磁気特性曲線

図 5: OH,PFコイル位置と巻き数

が出力される。そこで鉄芯内側に PF3, 4の巻
き戻し線を設けて，電圧が出力されないように

している（図 6）。

3 真空系

PHiX装置は，10−6Pa台の高真空度を誇る装置
であるが，不純物の多い低真空度によるトカマク

放電は，プラズマ着火のしづらさにより周回電圧

が高くなる問題がある。放電時間を延ばすために

は，低い周回電圧による運転が求められる。そこ

で，PHiX装置は排気系（図 7, 8）に力を入れ，高
真空度を実現しており，高純度の軽水素プラズマを
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図 6: PF3,4（ダイバーターコイル）の巻き戻し線

効果

生成することができる。軽水素供給にピエゾバル

ブを用いており，放電時の背景圧力はフィードバッ

ク制御により調整している。

イオンゲージ

ターボ分子ポンプ スクロールポンプ

手動バルブ 電磁バルブ

真空容器

手動バルブ

手動バルブピエゾバルブ

成型ベローズ

水素ボンベ

窒素ボンベ

クロス管ペニングゲージ

ピラニゲージ

図 7: 排気ポンプとガス供給系の模式図

(b)(a)

ターボ分子ポンプ

スクロールポンプ

ボンベ

(c)

ピエゾバルブ

図 8: 真空排気とガス供給系の外観. (a) 真空排気

系 (b) 燃料供給系 (c) バルブ

4 制御に必要なプラズマの位置を検出す
る磁気計測

• フラックスループ

図 9: 真空容器内構造

　フラックスループは，真空容器内のポロイダ

ル断面に 14本設置されており（図 9），周回電
圧とプラズマの位置形状を求めるために用い

られる。トロイダル方向に 1 周したループに
より鎖交するポロイダル磁束を測定する。

鎖交する磁束を Ψとして

vFL =
dΨ

dt
(1)

で得られる。周回電圧の計測は，演算処理せず

測定する。

• ピックアップコイル
　プラズマを計測する際，局所的磁場を計測す

ることも重要になる。ピックアップコイルは，

ポロイダル方向に感度を持った小さなコイル

である。ピックアップコイル設置箇所の磁束

密度 Bθ を計測ができる。

　ピックアップコイル の巻き数を N，鎖交面

積を S として，

vPick = NS
dB

dt
(2)

で得られる。

• ロゴスキーコイル
ロゴスキーコイルは，真空容器の外でポロイ

ダル方向に一周している環状ソレノイドコイ

ル（図 10）であり，真空容器には周回電流が流
れないようにトロイダルカットが入っている

ので，プラズマ電流を測定することができるコ

イルである。ロゴスキーコイルが作るループ

を貫く総電流を I とすると，アンペールの法則
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巻戻し線

同軸ケーブル

分割部

図 10: ロゴスキーコイルの構造

より ∮
C

Bp · dl = µ0I (3)

のような関係があり，またロゴスキーコイルに

鎖交する磁束は

ϕ =

∮
C

nSBp · dl = nSµ0I (4)

と表せる。ここで n は単位長さあたりの巻き

数である。誘導起電力の時間積分が磁束とな

るので，ループを貫く電流は

I =
1

µ0nS

∫
VRogowskidt (5)

となる。

5 電源系

• フライホイール発電機
フライホイール発電機は、モーターの軸に取り

付けられた回転体の機械エネルギーをトルク

制御を介して電気エネルギーへと変換する蓄

電装置である（図 11）。ACモーターの制御手
法である「ベクトル制御」を適用すれば、トル

クの瞬時制御が可能になり、発電出力の動的

応答に優れたパルスパワー電源が実現される。

これまで 100 ms程度の放電が限界であった小
型プラズマ実験において、1.5 秒以上の ECR
放電を実現できている（図 12）。

• IGBTインバータ制御による放電
PHiXのコイル電源は，自励式 IGBTを用いた
インバータを PWM 制御により任意電圧波形

(a) (b)

図 11: (a) フライホイール発電機 (b) 制御用イン

バータ

図 12: 回路図とトロイダル磁場コイル励磁試験結果

を生成し，各コイル独立制御でプラズマ位置制

御を行う。表 2に，PFコイルに使用している
電源スペック一覧を示す。また，図 13のよう
に系統から電力を供給することにより，コンデ

ンサバンクのエネルギー不足の問題を解決し，

ポロイダル磁場コイルを 1 秒以上通電するこ
とが可能となった。

6 計測制御システムの概要

LabVIEWは Laboratory Virtual Instrumenta-
tion Engineering Workbench の略で，計測制御分
野において、ナショナルインスツルメント社が提供

するプログラミング開発環境である。図 14のよう
に，Fortranや Cのようなテキストベースのプログ
ラミング言語とは違い G 言語と呼ばれるグラフィ
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表 2: PF用電源装置の主要パラメータ

　　　

プロト機 1号機 2号機 3号機 4号機

主回路構成 Hブリッジ×

2

Hブリッジ×

2

Hブリッジ×

2

Hブリッジ×

2

Hブリッジ×

2

定格電圧 300 V 300 V 300 V 300 V 300 V

定格電流 400 A 150 A 200 A 150 A 600 A

定格容量 240 kVA 90 kVA 120 kVA 90 kVA 360 kVA

用途 OH,サドルコ

イル

PF コ イ ル

PF1,PF6

PF コ イ ル

PF2,PF5

容器内コイル

PF7,PF8

ダ イ バ ー

タ コ イ ル

PF3,PF4

200V
3p
20A 

変圧器
(スライダック)

OH
400A

PF8
150A

PF4
600A

PF1
150A

PF5
200A

PF7
150A

サ
ド
ル
コ
イ
ル

400A

150A
PF6

600A
PF3

200A
PF4

DC 300V
充電用制限抵抗器

キ
ャ
パ
シ
タ
バ
ン
グ

×
9

200V
2p
10A 

整流器

ブレーカBB

PLC

図 13: 系統接続の回路図

カルプログラミング言語を用いて図形や記号でプ

ログラム開発ができ，言語を理解していなくても直

感的にプログラミングができるという特徴がある。

本装置は，LabVIEW開発環境下において，48CH
同時収録できるロガーシステム（表 3）とプラズマ
の実時間制御を可能とする FPGAシステム（表 4）
において放電実験を行う。

図 14: LabVIEWプログラム例

表 3: PHiXに使用しているデータロガー

シャーシ PXIe-1073

モジュール PXIe-6358

中継機　 BNC-2090A

6.1 48 CH同時収録を可能とする計測環境（図 15）
トカマクプラズマのデータ収録において，様々な

測定器から得られる大量のデータを収録・演算処理

をしなくてはならない。ここでは，LabVIEWシス

テムでのデータ保存の流れを説明する。 図 16に計
測プログラムの内容を示す。

1. 　ファイルダイアログ：保存形式，保存名，ヘッ
ダー情報などの保存ファイル設定

2. 　 DAQアシスタント：計測プログラムのメイ
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表 4: PHiXに使用している FPGA装置内容

シャーシ NI9154

モジュール NI9215 アナログ入力，± 10 V，100 kS/秒，16ビット，4 Chモジュール

モジュール　 NI9401 双方向デジタル I/O，5 V/TTL，8 Chモジュール

図 15: 48 CH同時収録を可能とするロガー

ンファンクション，測定環境設定

3. 　波形表示用の演算処理：ディスプレイに表示
する波形の演算処理（各測定器のゲイン計算，

フィルター処理）

・

図 16: 計測プログラム

放電波形データ保存後，MATLAB で演算処理し，
詳細な波形情報（プラズマ重心位置など）を表示す

る流れとなっている。

6.2 Labview FPGA
Field Programmable Gate Array (FPGA) は
ユーザーがプログラム可能な論理ゲートの配列，つ

まりハードウェアである。FPGA でプログラムで
きるのは，ANDゲートや XORゲートのような論

理回路はもちろんのこと，整数や固定小数点も取り

扱うことができる。FPGA で使用されている一般
的なプログラミング言語としては，HDL(Hardware
Description Language)に代表される専用のハード
ウェア記述言語がある。FPGAは集積回路なので，
FPGAでプログラミングを行うことができれば，自
分専用の集積回路を作ることができる。LabVIEW
FPGAは，NI社が提供する FPGAが搭載されてい
る計測用ハードウェア，ソフトウェア，ドライバの

総称である。LabVIEW FPGAの特徴は，FPGA
のプログラミングに HDLのようなハードウェア記
述言語の知識を必要とせず，ユーザーは LabVIEW
の知識だけで，FPGA開発ができる。
6.3 プラズマ位置の実時間制御を可能とする

FPGA環境
プラズマの実時間制御において，波形データを集

録し，信号を処理し，プラズマの位置制御をするに

は高速なシステムが必要である。CompactRIO と
LabVIEW FPGAモジュールを本装置に実装する
ことにより，実時間制御が可能になる。 図 17，18

図 17: プラズマ位置制

御用 FPGAシステム

図 18: FPGA I/O 中

継機

に FPGA装置の外観を示す。FPGAアナログ入力
は主に各コイル電流，積分後のフラックスループ，

周回電圧が入力され，デジタル出力は各コイル指令

値，ピエゾバルブ制御指令値に該当し，NI9401の
デジタル入出力は D-sub25pinケーブルを通して中
継機に接続され，BNC端子に変換されている。ま
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た，中継機には電流増幅回路，ロングパルス防止回

路などが内蔵ざれている。

7 トカマク放電運転の流れ（図 19, 20）
1. 高純度の軽水素で満たすために、真空ポンプに
より高真空まで 10−5Pa程度まで排気する。

2. 水素ガス圧をピエゾバルブで制御し，真空容器
内圧力を 10−2 Pa程度にする。

3. フライホイール発電機を用いて「トロイダル磁
場コイル」を励磁し，トーラス周回方向の磁場

を作る。

4. 導波管よりマイクロ波を入射して，電子サイク
ロトロン共鳴を利用した ECR放電により予備
電離を行う。

5. プラズマは「リミタ」により拡散を制限され，
プラズマから外部への熱の伝達を抑制する。

6.「OH コイル」の磁束を変化させ、真空容器内
に誘導起電力を印加して電子を加速する。プ

ラズマは電子が運ぶ電流によって加熱され，プ

ラズマの温度・密度を高め，プラズマ電流が作

り出す磁場によってトーラス容器内に閉じ込

められる。

7. プラズマ電流が作るポロイダル磁場はトーラ
ス内側で強く，外側で弱くなるため，圧力に

よってプラズマが外に拡がろうとする。それ

を抑えるため，ポロイダル磁場コイルにより垂

直磁場をつくり制御する。ポロイダル磁場コ

イルは、プラズマの断面形状・位置制御に用い

られる。

8. 磁気センサを用いてプラズマ位置形状を検出
し，実時間制御を行う。

7. ポロイダル磁場コイルで
プラズマ位置形状の制御3. トロイダル磁場コイルの励磁

1. 真空排気

2. ガス注入

6. センターソレノイドの磁束変化
でプラズマ中に電流を駆動

4. 高周波入射による予備電離

8. 磁器センサーでプラズマ位置形状の検出

5. リミタでプラズマ領域を制限して
壁との間に真空領域を作る

トロイダル磁場 Bt

誘導電場 E
プラズマ電流 Ip

図 19: PHiXの運転手順

-5s -2s -0.5s 0s 0.1s 0.5s 2s

Magnetron

TF Coil

PF Coil

Gas Feed

Instrumentation
Power Supply 

Logging

FPGA RUN

図 20: PHiXの運転シーケンス

8 サドルコイルを用いた安定化 [1]
最後に、サドルコイルを用いた垂直位置安定化実

験を示す。PHiXには図 21に示すようなサドルコ
イルが設置されており、このコイルが作る磁場とト

ロイダル磁場との合成磁場が平均的ポロイダル磁

場（図 22）を作ることが計算で示されている。 図

図 21: プラズマ位置安定化用サドルコイルと印加

磁場の向き

23にサドルコイル電流 ISC = 0, 2.6 kA, −2.4 kA
の放電結果を示す。サドルコイル磁場印加により

プラズマ放電時間が延びていることが分かる。ま

た、逆方向に印加した場合は短くなっている。サド

ルコイル磁場をトロイダル方向に周期的に印加した

場合は、サドルコイル電流の向きを反転させても、

作られる平均磁場は向きを含めて同じになるが、本

実験でのサドルコイル通電は周期的ではないので

電流の向きで実効磁場が異なり、その結果が実験に
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図 22: サドルコイル磁場とトロイダル磁場の合成

で作られた実効的 Br

現れている。図 24はこれらの実験での高速カメラ
映像である。この映像からも、サドルコイル磁場に

よりプラズマ垂直位置が安定化されていることが

分かる。

図 23: サドルコイル磁場印加時の放電波形例

References
[1] S. Naito et al Nucl. Fusion 61 116035 (2021)

図 24: 高速カメラ映像。数字は図 23(d) に対応し

ている。(a) w/o ISC (b) ISC = 2.6 kAturn (c)

ISC = −2.4 kAturn.
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QUEST装置の概要 
Overview of QUEST Device 

 

長谷川 真 

 

九州大学応用力学研究所 
 

1. はじめに 

高温プラズマ理工学研究センターでは、将来

の基幹エネルギー源として必要になる核融合

炉の実現を目指し、先進的磁気閉じ込め配位で

ある球状トカマク装置  QUEST （ Q-shu 

University Experiment with Steady-State Spherical 

Tokamak）を用いて基礎研究を行うQUEST計画

を2007年に開始している。核融合炉での重水素

と三重水素の燃焼反応を行い、プラズマの長時

間定常運転を行うためには、燃料となる水素な

ど粒子リサイクリングを制御して、真空容器内

の粒子を適切な量に維持することが重要にな

る。真空容器壁の表面での粒子の再結合が壁温

に強く依存する性質を利用して、QUESTでは高

温壁による粒子制御が提案され、室温から

400℃までの温度条件で長時間トカマク運転が

実施されている [1-4]。高温壁の温度は最高

500℃まで昇温可能で、核融合炉の壁温を模擬

した環境でトカマク実験を行うことが可能で

ある。 

一方で、高温・高密度のプラズマを閉じ込め

るために、トカマクでは高いプラズマ電流を駆

動する必要もある。球状トカマクはオーム加熱

用ソレノイドコイルを設置するスペースが限

られているため、誘導電流駆動が困難であるこ

とから、非誘導プラズマ電流スタートアップが

発展してきた。 QUEST計画では高周波を用い

た電子サイクロトロン加熱（Electron Cyclotron 

Heating, ECH）による非誘導電流スタートアッ

プの開発・研究も積極的に行っており[5, 6]、筑

波大・核融合科学研究所との共同で開発された

28GHzジャイロトロンを使ったECCD (Electron 

Cyclotron Current Drive)では、70 kA以上の完全

非誘導電流駆動を達成するなど、世界トップク

ラスの実績も有している。今後は250kW定常ク

ライストロン（周波数8.56GHz）を使った高電力

定常ECH/ECCD[7]、さらに電子バーンスタイン

波による加熱電流駆動なども計画されている。 

他の非誘導電流スタートアップ法として、真

空容器内の２つの電極間に高電圧を印可して

放電させ、磁気再結合を通じてトカマク配位を

形成するCoaxial Helicity Injection (CHI)について

も検討がなされ、2014年、九州大学、プリンス

トンプラズマ物理研究所（米）、ワシントン大

学（米）の日米国際共同研究としてQUESTにて

CHI実験プロジェクトが始動している[8, 9]。 

 

2. 実験室の環境、インフラ 

QUEST 装置を稼働させる電力系統は３つに

分かれており、それぞれ基本的に 2000kVA、

3000kVA、4000kVA の容量を有している。

2000kVA は主として、冷却水を循環させるポン

プであったり、真空排気を行う真空ポンプであ

ったりなど、電力が定常的に必要となる機器や

計測器などに用いている。3000kVA は 50kA も

の通電が可能なトロイダルフィールド（TF）コ

イルに用いられ、4000kVA は他のポロイダルフ

ィールド（PF）コイルやプラズマの RF 加熱機

器などに用いられる。また、屋外には 3 m3/min

以上の流量で 3 MW 以上の冷却能力のある冷却

水設備を有しており、加熱機器やコイル電源、

また PF コイルや TF コイルなどコイル自体の

冷却を行っている。 

 

3. 装置の構造 

プラズマの閉じ込めを行う PF コイルは図 1

のように配置されてあり、基本的に上下対称の

位置にあるコイル、例えば PF1 コイルと PF7 コ

イルを同方向に直列接続して使用している。オ

ーミック加熱用として PF4 コイル、ダイバータ

配位用として PF3、PF5 コイルなどを用いてい

る。また、HCU コイル、HCL コイルを逆方向に

直列接続して水平磁場を作り出し、垂直位置制

御用として用いている。TF コイルは、８か所の

リターンがあり、それぞれ２turn を有している

ので、計１６turn となっている。真空容器の半

径が約 1.4m であるのに対して、リターンの半

径位置が 2.5m と大きな値となっており、低ト

ロイダルリップルでのプラズマ閉じ込めが可

能である。 

真空容器内の粒子制御を行うために、プラズ

マ対向壁の温度を能動的に制御できることは、
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QUEST 装置の大きな特徴の一つである。このた

めに、真空容器内には高温壁（図 2）が設置さ

れている。高温壁のパネル内にはシースヒータ

―が埋め込まれ、設計上 500℃までの加熱が可

能である。また高温壁の背面には冷却水配管が

設置され、高温壁と適切な熱抵抗で接触させる

ことで冷却することも可能になっている[10]。

真空容器壁は、計測器の保護や構造物の熱伸び

などの観点から基本的に 100℃で維持されるの

で、高温壁と真空容器壁の熱的接触を抑えるた

めに、その中間には輻射遮蔽パネルが設置され

ている。 

粒子制御で重要となる各構造物の温度分布

を詳細に計測するために熱電対が各箇所に設

置されており、真空容器壁で 85 か所、輻射遮蔽

パネルで 52 か所、高温壁で 199 か所と、計 330

以上に及ぶ熱電対が設置され温度分布の詳細

な計測がなされている。 

 

4. 磁場コイル電源 

QUEST 装置では定常運転に関する研究を行

うために、磁場コイル電源も定常運転ができる

ようになっている。多くの電源は一方向に電流

を流すことのできる片極性の電源であるが、TF

コイルの電源を除いて多くの電源は電源側で

極性を切り替えることが可能なので、電流の向

きを変えるためにコイルの結線替えをする必

要はない。また、プラズマ垂直位置制御など正

負両方向の通電が必要になる制御のために、一

部、両極性の電源も有している。 

プラズマ制御システム（ Plasma Control 

System, PCS）は中央制御システム（Central 

Control System, CCS）と連動してシーケンス時

刻やプラズマの状態に応じた制御信号を各コ

イル電源に送出する。電流の指令値を受け取る

電源もあるが、一方で電圧の指令値を受け取る

コイル電源も存在する。これらの電源に対して

は、電流に対する PID 制御を PCS 側に組込み、

PCSが電圧指令を各コイル電源に送出するよう

にしている。 

 

5. 真空排気装置と壁調整方法 

QUEST の真空排気は排気速度が 10 m3/s の

クライオポンプ 4 台と、2 m3/s のターボ分子ポ

ンプ 1 台でなされる。数値はいずれもカタログ

値で、全体の排気速度は 42 m3/s になるが、ガス

校正による実効排気速度の評価によれば、大体

30 m3/s 程度と予想される。大気開放後の真空排

気では、リークテストの終了後に、だいたい

200℃で高温壁によるベーキングを数日間行い、

同時に 8.2GHz の RF パワーを入射して真空容

器内の放電洗浄を実施している。この時の磁場

配位は基本的に単純トロイダル磁場配位であ

るが、真空容器内が全体的に等しく洗浄される

ように、周期的にトロイダル磁場強度を変動さ

せて、電子サイクロトロン共鳴位置を真空容器

内の内側から外側までスイープするなどして

いる。 

 

6. 粒子供給装置、加熱・電流駆動装置 

QUEST では主に水素を用いてプラズマの生

成を行っている。真空容器内への粒子の供給は、

圧電素子を用いて数ミリ秒と瞬間的に粒子の

供給が行えるピエゾバルブを用いる場合と、流

量センサーを有し連続的に流量の制御ができ

 
図 2 高温壁の構造 
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図 1 真空容器のポロイダル断面とポロイダ

ルコイルの設置位置。図中の●はホール素子

センサーの設置位置 
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るマスフローコントローラ（ Mass Flow 

Controller, MFC）を用いる場合があり、それぞ

れ用途に応じて使い分けられている。短パルス

放電でプラズマ密度などを制御する場合には

ピエゾバルブが使われ、長時間放電で粒子の供

給量を制御する場合には MFC が使われること

が多い。 

プラズマの電流駆動として、PF4 コイルによ

る誘導電場による電流駆動[11]があり、8kA の

通電電流を100ms程度の間に変動させることで、

センターソレノイド近傍で瞬間的に 1 V/m 弱程

度の誘導電場を生成させるなどしている。その

他の加熱・電流駆動装置として RF によるもの

があり、8.2 GHz クライストロンによるもの、

第２次高調波共鳴による 28 GHz ジャイロトロ

ンによるものなどが挙げられる。特に 28 GHzジ

ャイロトロンでは斜め入射による高速電子お

よびバルク電子の制御に関する研究が行われ

ており[12, 13]、垂直入射と斜め入射を同時に行

うための２系統化や基本高調波共鳴のための

トロイダル磁場の増強などが検討されている。

他には、8.56GHzクライストロン（250kW定常）

による加熱・電流駆動なども計画されている。 

 

7. 計測器 

QUEST 装置では、ロゴスキーコイルやフラ

ックスループ、ピックアップコイルなど基本的

な磁気計測の他に、干渉計や硬 X 線計測、静電

プローブ、分光計測やトムソン散乱計などの基

本計測機器と共に用途に応じた計測機器を備

えている[14, 15]。ここでは特に長時間放電に対

応した磁気計測としてホール素子計測を紹介

する。ロゴスキーコイルやフラックスループな

どの磁気計測のセンサーの出力は時間微分の

値なので、所望する値を求めるために時間積分

をする必要がある。この時間積分が長時間にわ

たるとゼロ点の僅かな変動が顕著になり、長時

間放電で計測誤差を多く含むようになる。一方、

ホール素子による磁気計測はセンサーの出力

がそのまま磁場の値に対応するので、時間積分

をする必要がなく、長時間にわたり高い精度で

計測を行うことが可能である。使用したホール

素子は、磁場検出範囲と磁場感度がそれぞれ±

220 G と 9mV/Gauss であり、プロトタイプでは

Surface Mount Device （SMD）のホール素子を

ユニバーサル基盤上に配置して簡素な電子回

路を構成した（図 3）。QUEST 装置では、中心

軸上の z 方向の磁場を計測するホール素子が５

個設置してあり、真空容器の外側でも５か所で

３軸の計測が行えるホール素子センサーが設

置されている（図 1）。いずれも、真空容器の

大気側に設置されているので、真空容器壁によ

る渦電流効果によってプラズマによる磁場の

信号は数ミリ秒の時間遅延を受けて計測され

る。一方、真空容器内とくらべれば比較的良好

な低ノイズ環境なので精度よく計測が行え、か

つ真空容器を大気開放することなくセンサー

の交換が行えるなどメンテナンス性が高いと

もいえる。ホール素子の各箇所における信号の

強度比からプラズマ位置を算出しており、その

絶対強度からはプラズマ電流を算出している

[16]。 

 

8. プラズマの生成・制御 

トカマクプラズマの立ち上げに際して、TF

コイル、PF コイルの電流波形は事前にプレプロ

グラミングされる。誘導電場によるプラズマ電

流立ち上げでは、8.2GHz などの RF を入射して

予備電離を行い、PF4 コイルを用いて誘導電場

を生成してプラズマを立ち上げる。非誘導電流

 
図 4 粒子供給制御を行った時の長時間放電

波形。(a)プラズマ電流、(b)水素発光強度、

(c)粒子供給量、(d)真空容器内真空度 

(a)

(b)

(c)

(d)

 
図 3 プロトタイプのホールセンサー 

ホール素子
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立ち上げでは、事前に弱い閉じ込め磁場配位を

生成しておき、その中に RF を入射している。

プレプログラミングされた波形に従って垂直

磁場が強くなっていき、その垂直磁場に応じて

プラズマ電流が立ち上がっていっている。 

次に長時間放電時における燃料供給制御に

ついて述べる。粒子供給量が増えると分光計測

による水素の発光強度も増えることから、

QUEST 装置では PCS において、この発光強度

に対する PID 制御を組み込んでいる。PCS は、

発光強度が目標とする値になるように MFC に

粒子供給の指令を送出する。発光強度はプラズ

マ対向壁への粒子フラックスに相当する量で

もあるので、長時間放電で重要となる壁への粒

子フラックスを制御した状態で、燃料供給制御

を行っているという事もできる。図 4 に長時間

放電において粒子の供給制御を行った場合の

例を示す。プラズマ放電の前半では、水素の発

光強度が一定になるように、徐々に粒子の供給

量を減らしていっているが、遂にはゼロになり

粒子供給の制御が行えず、放電の後半では水素

の発光強度が増大していっていることが分か

る。この現象に見られるようなプラズマ対向壁

での粒子の動的リテンションの評価も QUEST

装置において継続して行われている[17]。 

 

9. 実験の遂行 

コイル電流の波形や、プラズマの加熱入力パ

ワー、燃料供給などの、実験条件の設定は Web

ブラウザを通じて波形を確認しながら行って

いる。ユーザーが波形データを編集して、グラ

フ表示をさせて確認した後、保存ボタンをクリ

ックする（図 5）と、その波形データが記述さ

れたファイルが PCS にアップロードされる。

PCS はプラズマ放電の開始前に、それらの設定

ファイルを読み込み、シーケンス時刻に応じて

他機器に信号を送出する。 

データ収集では、信号ケーブルを遠方まで引

き回す必要のないように、計測が行える場所で

データ収集を行う分散型のデータ収集を想定

している。各々の機器には計測の開始を知らせ

るトリガー信号が送られ、また、Ethernet のネ

ットワークケーブルを介してプラズマ放電番

号やシーケンス時刻を伝えたり、収集したデー

タをサーバーへ転送するなどを行ったりして

いる。 

収集されたデータは、データサーバーに保存

されるが、基本的にファイルベースの保存であ

って、そのディレクトリ階層は、上位から順に

プラズマ放電番号、計測名称または機器名称、

その計測機器で計測されたデータファイルと

いう構造である。グラフ表示によるデータの閲

覧は Web で提供しており、表示させたいプラズ

マ放電番号と、その時刻、データ種類などを入

力して、描画ボタンをクリックすると Web 上に

グラフが表示される。この方法はユーザー側で

の環境構築が必要なく便利である一方、Web に

表示させるデータの種類やレイアウトを変更

する際には、Web サーバーの管理者が対応する

必要があり、柔軟な変更が難しいという事がい

え る 。 そ こ で 新 た な 解 析 環 境 と し て

JupyterHub[18]をDMZのサーバー上に構築する

ことを試みている。これは、マルチユーザーに

対応しており、Web ブラウザ経由でログインす

ることですぐに解析環境を使用できる。この解

析環境で実行可能なグラフ描画のスクリプト

を提供しており、グラフに表示するデータ種類

やグラフレイアウトなどの設定ファイルも、人

 
図 6 JupyterHub 上でのグラフ描画 

JSON形式の設定ファイル。

 
図 5 波形データの編集画面 

波形データを編集

保存
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が理解しやすく階層構造を持たせることもで

きる JSON 形式で提供してあるので、ユーザー

はそれらを参考にして、独自のグラフ描画ペー

ジを作成することができるようになっている

（図 6）。日々の実験内容を記録する実験日誌

は Web 上で管理している。具体的にはコンテン

ツ管理システムと呼ばれるものを用いて、それ

らの幾つかのモジュールを組み合わせること

で、Web 上での実験日誌の編集や閲覧などの機

能を構築している。 

 

10. 解析ツール 

先に述べた JupyterHubでは各カーネルを事前

にサーバーにインストールしておくことで、

Jupyter notebook で Python 言語を実行したり、R

言語や gnuplot などを実行できたりすることが

できる（図 7）。また JupyterHub でターミナル

を起動することで、Linux ベースのコマンドで

ファイル操作なども行うことができ、共有ディ

レクトリを介してユーザー間でデータやコー

ドの共有が簡便に行えるようになっている。こ

のような情報共有を通じて共同研究において

効率的なデータ解析が行えるようになること

が期待される。 

また実験中に、プラズマの基本的な位置や形

状などが簡便に取得できるように、ごく基本的

な解析ツールをWebで公開[19]して実行できる

ようにしている（図 8）。これは、各コイルの

電流や、プラズマ電流など基本的なパラメータ

を Web 上で入力することで、真空容器内の磁場

の分布を表示させたり、プラズマの平衡計算を

行ったりすることを可能にする。また粒子の軌

道計算や磁力線の追跡なども行える。これらの

サービスは Graphical User Interface （GUI）であ

るので直感的に操作をすることができ、プラズ

マの状況などを迅速に評価するなど、実験の効

率的な推進に役立っている。一方、手動でパラ

メータの入力を行う Web でのユーザーインタ

ーフェースだと、パラメータサーベイをする場

合などには不向きである。そこで、コードの管

理や共有が可能となる GitLab[20]などのサービ

スを利用してこれら基本的な解析ツールのコ

ード自体の提供を行い、各人で新たにスクリプ

トを追加することで、パラメータサーベイなど

ができるようにする試みも新たに始めている

[21]。提供に際して、各種ドキュメントはフロー

チャート図、数式や表など、多彩な表現が可能

なマークダウン方式で記述することが可能で

あるため、ユーザーにコードの使用方法など分

かりやすい説明を提供することが可能になっ

ている。 

 

11. 安全対策 

学生や職員はQUESTを用いた実験に参加する

前に、この装置を使用する上での安全教育を受講

する必要がある。QUEST 装置の実験では X 線が

発生することもあるため、Ｘ線障害予防規程等講

習会などを通じて、装置の安全な取り扱い方法や、

電離放射線の生体に与える影響などを学ぶ。トム

ソン散乱計でレーザーも使用するので、レーザー

についても同様に、安全な取り扱い方法などを学

んでいる。特にプラズマ生成時に、X 線の管理区

域である本体室にいないように、本体室に立ち入

る際のルールを周知しているが、その安全対策の

一環として、本体室の入り口に入退室管理盤を設

 
図 7 JupyterHub のログイン後のトップ画

面。Python や R 言語などのアイコンが表示

されている。 

 
図 8 Web で提供される基本解析ツール 
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置して、実験への参加者は入退室時に自分の名前

のボタンを押すようにしている。また、ドアイン

ターロックも設置しており、プラズマ放電の開始

前に入室者が存在していたり、ドアが開放されて

いたりする場合には CCS が放電シーケンスを安

全に停止させるようになっている（図 9）。また放

電シーケンスを周知するために、各箇所にショッ

トナンバーやシーケンス時刻等を表示するディ

スプレイを設置したり、シーケンス時刻に応じて

注意を喚起する音楽やアラーム音などを制御室

や本体室で鳴らしたりしている。 
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1 はじめに
RELAX(REversed-field-pinch of Low-Aspect

ratio eXperiment) 装置は、京都工芸繊維大学プ
ラズマ基礎工学研究室 (KIT) が所有するトーラス
型プラズマ閉じ込め装置である [1, 2]。RELAXは
2007 年にアスペクト比 A が 2 と小さい reversed-
field-pinch (RFP) プラズマ [3] の研究を行うため
に建造された。装置建造当初の主要研究課題は、
電子速度分布関数の非等方性に起因するブート
ストラップ電流による RFPの定常化の可能性の探
求 [4–9]と、低アスペクト比RFPプラズマコア付近
のモード有理面間隔が広がることを利用した quasi-
single helicity (QSH)状態への遷移過程 [10–13]に
代表される MHD 研究の 2 つであった。それら
に加えて、抵抗性壁モード (resistive wall mode:
RWM) を抑制するためのアクティブフィードバッ
ク制御機構の研究開発が行われてきた [14, 15]。そ
れらの研究が進められていた 2014年度、実験室が
新棟へと移転されることが決定した。その移転に伴
い、RELAXはすべてのプロジェクトを中断し、装
置の解体と新実験室への移設が行われた。その後、
2019年に、RELAXで 2流体自己組織化トーラス
プラズマの実験的検証計画が立案された。この時、
RELAXで RFPだけではなく、トカマクも形成す
る計画が立てられた [16]。2020 年度から 2022 年
度にかけて、トロイダル磁場コイルのアップグレー
ドが完了された。現在、RELAXでは、トカマクプ
ラズマ形成の初期実験が進められている [17]。

KITでは、RELAXプロジェクトの他、3つの主
要プロジェクトが進められている [18–24]。その内
の 1つに、非中性プラズマを用いた 2流体プラズマ
プロジェクトがある [25–33]。そのプロジェクトは
BX-U 装置 [34] で実施されている。BX-U は一様
磁場中での実験である一方、RELAXで RFPとト
カマクを作り出すというハイブリッド性は、トロイ
ダルプラズマが必ず持つ磁気シアー s(r) 分布をト
カマクと RFPで系統的に変えながら、動的トロイ
ダルプラズマが緩和状態へと自己組織化する過程

の中で、イオン流体と電子流体の異なる流体運動、
つまり、2流体プラズマ状態から自己組織化する過
程の比較を内部プローブを用いて実施することを
可能にする。また、それら動的な高温 2流体トロイ
ダルプラズマダイナミクスを受動的に観測するた
めの新しい光学的測定器 [35, 36]の開発研究も同時
に実施できる。これは、燃焼プラズマがトロイダル
プラズマで計画されている当該分野の未来を見越
した上で遂行している。
動的トロイダルプラズマに関するテーマは最先
端プラズマ物理学に位置づけられている。本国の
物理学会ではメタステートと呼ばれるプラズマ状
態に注目が注がれており、RELAXの動的トロイダ
ルプラズマはそのメタステート状態の開拓も意図し
ている。現在の RELAX の代表的テーマに 2 流体
プラズマ緩和過程と正準フラックスチューブがある
が、これらの研究テーマは米国プラズマフロンティ
アサイエンスでも採択されている。それら研究提
案書に基づいた国際共同研究が、KIT とウィスコ
ンシン大学WiPPLとの間で進められている [37]。
その他の海外連携として、イタリア RFXコンソー
シアムで RFX-Mod2 装置の改造が進められてい
る。RFX-Mod2 装置は 2024 年春から新しい実験
研究をスタートさせる予定をしており、KIT はそ
の実験への参加についても打診を受けている。こ
のように、RELAXは動的トロイダルプラズマの未
開拓事項の基礎研究を中心に据えて、国際的に連携
している。

2 ホール実験室と給電設備
図 1 は RELAX の全体写真を示している。RE-

LAXが設置されている実験室は京都工芸繊維大学
松ケ崎キャンパス内で高電圧・大電流実験を実施す
ることができる唯一のホールである。ホールの広
さは 16 m × 7.4 m、天井の高さは 5.2 m である。
分電盤は単相 100 Vと三相 200 Vの 2面を使用し
ている。ホールの中には、広さ 8.3 m× 3.4 m、高
さ 3.1 m のシールドルームが設置されている。こ
のホールでは、RELAX プロジェクトと BX-U プ
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図 1 RELAX装置の写真。

ロジェクトが進められている。それぞれの装置に
建物から電気的に切り離された単独アースが与え
られている。また、シールドルームのアースも建物
から切り離された独立アース仕様になっている。

RELAXは高さ 2 m, 長さ 3.3 m,幅 0.32 m、総
重量約 30 t のケイ素鋼鈑で作られた鉄芯を備えて
いる。鉄芯の飽和磁束はおおよそ 0.2 Wb である。
ホールは、その重量物を吊り上げるクレーンが将来
設置される仕様で作られており、RELAXの組立・
解体時に供される。
3 RELAX装置の構造
3.1 SUS304製トーラス型中空真空容器
表 1 は円形断面の真空容器の仕様をまとめてい
る。真空容器壁には様々な観測用ポートが取り付
けられている (図 4参照)。それら観測用ポートは、
ポロイダル角 θ = π/2 のトーラス上部、θ = π の
赤道面外側、θ = 3π/2のトーラス下部に分散設置
されている。ポートサイズは、ICF152、ICF114、
ICF70、ICF34である。一般に、RFP配位での高
温プラズマ閉じ込めでは、真空容器壁上の観測ポー
ト孔を回避して流れる渦電流に起因する不整磁場
が問題になる。これは、トカマクに比して RFPの
トロイダル磁場が弱いために、不整磁場の影響が
相対的に大きくなることによっている。そのため、
観測用ポートのサイズを小さくすることが不整磁
場の低減に効果的である。これらの要請に応える
ように、RELAX の観測用ポートはトロイダル方
向 (ϕ方向)に π/8間隔で配置されている。ただし、
ϕ = 0, πの断面上は除かれる。その他、RELAX建
造前の STE-2 RFP 装置における実験で、RFPの
抵抗性モードのモード (位相)ロック現象、および、
不整磁場に起因する壁面へのロッキング現象が観
測されていた [38]。したがって、小さなポートはこ
の現象をできる限り回避する目的に対しても効果
的に働く。
真空容器は図 4に示すように、ϕ = 0, πの 2つの
ポロイダル断面で分割されている。これら分割部

はポロイダルギャップと呼ばれている。これら断
面には絶縁体の真空シールが用いられているので、
ϕ方向に周回する誘導トロイダル電流は真空容器壁
上を流れることができない。したがって、中空型真
空容器内部へのポロイダル磁束の侵入は真空容器
によって妨げられない。このため、時間変化するポ
ロイダル磁束がそのまま中空型真空容器の内部に
侵入するので、誘導電場が生じる。この誘導電場に
より、プラズマ電流 Ip が ϕ方向に駆動される。
一方で、RELAXの真空容器はトロイダル方向の
ギャップを有していない。このために、トロイダル
磁場の真空容器内部への浸透は、真空容器壁上を流
れる誘導ポロイダル電流によって阻害される。し
たがって、RELAXでは、順方向 (+ϕ)のトロイダ
ルバイアス磁場が中空型真空容器の内部に十分侵
入した後に、プラズマ生成オペレーションへと移行
する。

表 1 真空容器の主な仕様。

大半径 R0 0.51 m

小半径 a 0.25 m

アスペクト比 A 2.0

材料 SS304

厚さ δ 4 mm

磁束浸透時間 τ 2 ms

3.2 磁場発生用各種コイルについて
図 2 は RELAX と磁場発生用コイルの鳥観図で
ある。RELAXのコイル系は、トロイダル磁場コイ
ル (TFC)、 オーミック加熱コイル (OHC)、 垂直
磁場コイル (VFC)、 水平磁場コイル (HFC) によ
り構成されている。既述した通り、RELAXでのト
ロイダル電流立ち上げには、鉄芯によるオーミック
加熱法が用いられている。
3.2.1 トロイダル磁場コイル
トロイダル磁場 Bϕ を生成するための TFCは θ
方向にまかれた 24個の D型コイルで構成されてい
る (図 2の茶色)。それら 24個のコイルは直列接続
されている。このトロイダル回路が後述するオー
ミック加熱コイル回路と結合しないように、ϕ方向
に１ターンの巻き戻しコイルが設置されている。D
型コイルは無垢の銅製バスバー (25 mm× 30 mm)
で作られている。D型コイルの断面は矩形である。
各 D 型コイルは図 2(b) に示すように、上側、下
側、内側の 3つの銅製バスバーで組み立てられる。
それらは互いにボルトで接続されている。上側と
下側の銅製バスバーは外側に挿入された FRP製の
ブロックによって θ 方向に分割されている。その
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図 2 (a)RELAXの鳥観図、(b)ポロイダル断面
におけるコイルの配置、(c) オーミック加熱コイ
ルの接続図。

分割部で、それぞれの銅製バスバーを流れる電流は
接続用コイルへと流れ込む。内側に位置する銅製
バスバーは FRP製の中空円筒 (センタースタック)
に埋め込まれている。この埋め込みにより、その銅
製バスバーは固定されている。

24個の D型コイルは回路的には直列接続されて
いる。コンデンサバンクからの電流は給電部を介
して、1番目のD型コイルの θ方向に流れ込む。そ
の後、電流は接続用のコイルを介して、各 D 型コ
イルを流れて、24番目のD型コイルから出てくる。
この電流は巻き戻し用コイル内を +ϕ 方向に 1 周
流れることで、接続用コイル内を流れる時に作り出
される不整磁場を相殺する役割も果たしている。
3.2.2 オーミック加熱コイル

OHCは鉄芯からの漏洩磁場の影響を低減化する
ために、真空容器と同軸状、つまり、ϕ方向に巻か
れている。この OHCには断面積 8 mm2 の銅撚り
線が使用されている。OHCの各撚り線は θ 方向に
角度が π 異なる対向する位置のコイル同士が並列
に接続されている。この並列接続が全部で 16組直
列ある。したがって、OHC 全体としては 2 並列、
16直列接続されている (図 2の緑色)。すべての撚
り線に同じ向き (−ϕ方向)の電流を流すことで、鉄
芯内の鉛直下向きの磁束が増加される。この磁束
増加を打ち消す向きの電流が真空容器内にトロイ
ダル電流として (+ϕ方向)誘導される。
図 2に示すように、OHCは対向するコイルとと
もに閉ループを形成している。したがって、プラズ
マの位置が巨視的にシフトすることで真空容器の
外側に垂直方向の磁場が発生する時、この閉ループ
を貫く磁束が時間変化するために閉ループに起電
力が発生する。この起電力が対向するOHCに流れ
る電流に変化を生じさせるため、その結果として、
真空容器外側に発生した垂直方向磁場を相殺する
ようにプラズマを元の位置に戻す電磁力が生み出
される。ここで、対向するコイル面に垂直方向へと
プラズマがシフトする際、いつでも閉ループを貫く
磁束変化を妨げる向きに誘導電流が流れることが
ポイントである。つまり、この OHCはプラズマ中
心のシフトを全方向に対して抑制する受動的効果
を有している [39]。
3.2.3 垂直磁場コイル

VFCはプラズマ電流中心の平衡位置制御のため
に用いられる。VFC は図 2(青色) に示す位置に ϕ
方向に巻かれた 4 ターンのコイルで構成されてい
る。コイルは銅バスバーを 4つ接続することで作ら
れている。図 2に示されているように、1対のVFC
は TFCの外側に設置されている。これとは別の 1
対の VFCは、TFCの内側、センタースタック付近
に設置されている。それら内側と外側の VFCに互
いに逆向きとなる電流が流されることで、真空容器
内に垂直方向 (－ Z 方向)の磁場が発生される。既
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述の通り、垂直磁場はプラズマの平衡位置の制御に
用いられるので、VFCに流れる電流波形は Ip の波
形に比例していることが望ましい。
3.2.4 水平磁場コイル

VFC とは使用目的が異なり、HFC はトロイダ
ルコイル系の不整磁場を相殺するために用いられ
る。HFCは図 2(黄緑色)に示す位置に ϕ方向に巻
かれた各 2ターンからなるコイルである。HFCは
TFC 外側の 2 つの VFC に沿っている。各ターン
は断面積 8 mm2 の 4 本の銅撚り線で作られてい
る。VFCと同様に、上下のターンに互いに逆向き
の電流が流されることで、真空容器内に水平方向
(±R方向)の磁場が発生される。一般に、水平磁場
はトロイダルコイル系と真空容器の設置誤差に起
因することが多い。このために、水平磁場コイル電
流の波形はトロイダルコイル電流波形と相似形で
あることが望ましいとされている。

4 磁場発生用コイルに用いられる電源

表 2 各コイルのコンデンサバンクのエネルギー。
ここで、TFB(toroidal field bias) は順 (+ϕ) 方
向、TFR(toroidal field rerversed)は逆 (−ϕ)方
向の Bϕ を印加するバンクを表している。また、
TFB(T)はトカマク用、TFB(R)は RFP用のバ
ンクを表している。

バンク Wc (kJ) CH (mF) CL (mF)

TFB(T) 86 　 0.8 1.8× 103

TFB(R) 6 　 3 -

TFR 2.2 　 0.2 31.2

OHC 22.2 　 0.75 10

VFC 0.1 　 0.4 7.2

HFC 0.023 　 0.5 11

表 2 は各磁場コイルに流れる電流発生用コンデ
ンサバンクのエネルギーをまとめている。磁場コ
イル電源回路はパワークローバ回路で作られてい
る。パワークローバ回路は高電圧・小容量のコンデ
ンサ (高圧側)と低電圧・大容量のコンデンサ (低圧
側)およびクローバーダイオードを組み合わせるこ
とでコイルに準定常状態の電流を供給する。一例
として、図 3はトカマク用のトロイダル磁場印加用
のパワークローバ回路を示している。高圧側のコ
ンデンサ CHにはオイルコンデンサが用いられてお
り、低圧側 CL のコンデンサにはアルミ電解コンデ
ンサが用いられている。これらのコンデンサへの
充電は高圧直流電源による直接充電方式や交流電
圧の全波整流方式によって行われている。現在、こ

図 3 トカマクでのトロイダル磁場印加用電源の
回路図。

れら充電器をすべて外部制御可能な直流電源に置
き換えて、遠隔からリモート制御できるシステムに
換装中である。スイッチについては、RELAXでは
サイリスタやイグナイトロンを用いている。

5 真空排気装置と壁コンディショニング
真空容器本体の排気は 520 L/s のターボポンプ
で行われている。しかしながら、真空排気用のポー
トの口径は 152 mm と小さいために、ターボポン
プの実効的排気速度は約 90 L/s と見積もられる。
ターボポンプの背圧は 240 L/minのロータリーポ
ンプで下げられている。プローブや MCP をイン
ストールするポートにはそれぞれゲートバルブが
取り付けられている。ゲートバルブが取り付けら
れているポートの差動排気には本体排気用とは別
の排気ポンプセットが使われている。

RELAX では、真空容器壁上に OHC やプラズ
マ位置をフィードバック制御するためのセンサコ
イル等が取り付けられているため、ベーキング用
のリボンヒーター等が巻かれていない。このため
に、真空容器壁のコンディショニングには放電洗浄
(plasma discharge cleaning: PDC) が用いられて
いる。PDCでは、15 kA、2 msの水素ガス放電が
約 1分間隔で行われている。PDCによって、真空
容器本体の圧力は 3× 10−5 Paに下がる。

6 ガス供給方法とガス種
RELAX でのガス供給方法には 2 種類ある。第
一が、ピエゾバルブを用いたガスの CW 供給であ
る。この方法では、ピエゾバルブに印加する直流電
圧を調節することでガスを CW 供給させつつ、排
気用ポンプによる排気とバランスさせることで、真
空容器内のガス圧を一定値に調節する。このピエ
ゾバルブは PDCに用いられている。第二が、電磁
バルブを用いたガスのパルス供給である。この方
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法では、電磁バルブの背圧と電磁弁の開閉時間を調
節することで、ガスの供給量が決定されている。

RELAX では、H2 と D2 のどちらかのガスが使
われている。それらが混合されたガスを供給する
システムは準備中である。

7 計測器

表 3 RELAXで用いられている計測器の一覧。

計測器 測定量

ロゴスキーコイル プラズマ電流 Ip

各コイル電流

フラックスループコイル ループ電圧 Vloop

トロイダル磁束
磁気プローブ エッジの磁場 B⃗(r⃗)

複合プローブ
イオン速度場 u⃗i(r⃗)

電場 E⃗(r⃗)

磁場 B⃗(r⃗)

干渉計 線平均電子密度 n̄e

トムソン散乱 中心電子温度 Te0

軟 X線計測 T̄e

3次元プラズマ形状

分光器 Hα

イオン速度場 u⃗i(r⃗)

図 4 RELAXで用いる計測器の配置。

表 3と図 4は RELAXで用いている計測器の一
覧と配置を示している。RELAX プラズマは比較
的温度が低いので、受動的計測法の他に能動的計測
法も用いられている。以下に示されている測定例

は RELAX で RFP プラズマを形成した場合に取
得されたデータである。
7.1 プローブ計測
7.1.1 磁気プローブ

RELAX では、プラズマエッジで 3 軸 (r, ϕ, θ)
方向の磁場成分を測定可能な磁気プローブが用い
られている。磁気プローブはコイルを貫く磁束が
起電力の積分した値に比例すること利用して磁場
成分を測定する。測定された磁場 B は平衡成分
B0 と揺動成分 b に分けて考えることができるの
で、複数の測定位置の b からトロイダルモード数
n が得られる。図 5 は RFP プラズマでのモード
解析例を示している。ここで、bm=1,n

ϕ はトロイダ
ルモード数 n の m = 1 モードの振幅を表してい
る。Ns

(
=

[∑8
n=4

(
(b1,n)

2∑8
n=4(b

1,n)2

)]−1
)
はm = 1

モードのトロイダルモードスペクトルの広がりの
程度を表している。Ns < 2の場合、RFPプラズマ
のコア領域が準ヘリカル軸対称 (QSH)状態である
と考えられている。つまり、このエッジの磁場測定
結果は RELAX でも RFP プラズマのコア領域が
QSH状態に変形していることを示唆している [10]。

図 5 プラズマ電流のフラットトップにおける
単一の支配的な m = 1/n = 4 モードの準周期
的振動とそれに伴うスペクトル指数 NS の変化。
Ref. [10] Fig. 3より引用。

7.1.2 複合プローブ
RELAX プロジェクトでは、正準ヘリシティー
および 2流体プラズマ状態の実験的探索のために、
複合プローブとそれに用いる独自の絶縁アンプも
開発している [40]。図 6 は複合プローブの模式図
を示している。この複合プローブは、マッハプロー
ブ、キャパシティブプローブ、磁気プローブで構成
されている。この複合プローブのマッハプローブ

32



図 6 複合型プローブのプロトタイプの模式図。

を用いて、イオン飽和電流を異なる 4か所、あるい
は、6か所の測定点で測定することで、原理的にそ
れら多点を頂点とする多面体の重心位置における
渦度ベクトルも得られる。
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図 7 複合プローブの初期実験で計測されたイオ
ン飽和電流 Isat とマッハ数の時間発展。

現在、複合プローブの動作テストが行われてい
る。図 7 は複合プローブから得られたイオン飽和
電流 Isat とマッハ数の時間発展を示している。こ
こで、マッハ数はマッハプローブに取り付けてあ
る 4 つの電極の Isat から求められている。マッハ
数の値は多面体の幾何学的性質を用いて計算され
ている。図 7(b)より、RELAX-RFPプラズマの ϕ
方向のマッハ数は 1.5、θ 方向は 0.1、r 方向は 1.0
となっている。これらの初期結果は RELAX プラ
ズマ中にフローがあることを示しているが、そのフ

ローの方向性については更なる検討が必要である。
7.2 電子密度計測

図 8 (a)プラズマ電流、(b)Hα 線強度、(c)線平
均電子密度の典型的な波形。線の色は充填ガス圧
の違いを表しており、それぞれ赤 (0.1 mTorr)、
黒 (0.2 mTorr)、青 (0.4 mTorr)、緑 (0.4 mTorr)
である。Ref. [41] Fig. 2より引用。

電子密度計測には、140 GHz の干渉計が用いら
れている。干渉計はプラズマを透過したミリ波に
プラズマ密度に比例した位相変化が生じることを
利用して、線平均電子密度 n̄e を測定することを原
理としている。図 8は RELAX-RFPプラズマでの
測定例を示している。4種類の電流波形はそれぞれ
0.1、0.2、0.4 mTorr の 3 つの異なる充填ガス圧に
対応している。そのうちの 2 つは同じ充填ガス圧
0.4 mTorrの場合で、密度の挙動が異なるものであ
る。図 8(c) の青線は緑線とは異なり、最初の密度
のピーク後に急激に減少している。この急激な密度
減衰は密度ポンプアウトと呼ばれている。Bϕ の反
転には 0.3-0.4 ms の時間が必要とされるので、こ
の密度ポンプアウトは RFP磁気面の形成が不十分
なために生じている可能性が高い。密度ポンプアウ
トは RFPプラズマで広く観測されている挙動であ
る [41]。RFP配位形成後にプラズマ密度が上昇し
ない理由については、リサイクリング率が低いこと
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に起因していると考えられている。実際、RELAX
では理想キンクモードに対する安定性を確保する
ためにリミターも使われていない。結果として、リ
サイクリング率が低くなると考えられている。
7.3 電子温度計測
7.3.1 トムソン散乱計測

図 9 トムソン散乱より測定される中心電子温
度のプラズマ電流依存性。Ref. [42] Fig. 5 より
引用。

トムソン散乱計測はプラズマに短波長のレー
ザーを入射する。レーザ源には、第一放射波長
1064 nm、最大出力 240 MWのNd:YAG レーザー
(Quantel 社製 YG982) が用いられている。その
レーザー光の 90度散乱光のドップラー広がりを測
定することで、電子温度を局所的に求める計測器で
ある。図 9は中心電子温度 Te0 の Ip 依存性を示し
ている。図 9より、Te0 は約 100 eVであり、Ip と
相関している [42]。
7.3.2 ダブルフィルターを用いた軟 X線計測

図 10 ダブルフィルターを用いた軟 X 線計測手
法の模式図。Ref. [43] Fig. 1より引用。

図 10はダブルフィルターを用いた軟X線 (SXR)
計測法の概念図を示している。この計測法は、第一
に、電子の偏向に起因する SXRを 2種類の異なる
フィルター (Al、Zr)を透過させる。第二に、それ
らの透過光をMCPで 2次電子に変換する。その 2

図 11 (a)2つの放電における Ip の時間変化とそ
れぞれの放電におけるダブルフィルターを用いた
軟 X 線計測の撮影結果 (b)Ip = 100 kA(c)Ip =

60 kA。Ref. [12] Fig. 2より引用。

次電子が蛍光盤の方向へと加速されて、蛍光盤に当
たる際、蛍光が生じる。この蛍光画像が高速カメラ
で撮影される [43]。この際、蛍光の強度比が Te に
依存するので (PZr

PAl
∝ f (Te))、最終的に線平均電子

温度 T̄e の時間発展が測定される。図 11は RFPプ
ラズマでの典型的な測定例を示している。T̄e は Ip
と相関しており、他の測定器で得られたプラズマコ
ア及びエッジの Te とも符合している [12]。
7.4 画像データからのプラズマ形状の再構成
図 4に示すように、RELAXでは接線方向だけで
なく垂直方向からの SXR画像計測も行われる。
7.4.1 接線方向からの軟 X線画像計測
接線方向からの SXR 画像計測では、RFP プラ
ズマの内部磁気面の 3次元立体構造が推定される。
図 12は接線方向からの撮影画像の実験値と計算値
を示している。ここで、図 12(a) は Ip = 60 kA、
平均トロイダル磁場 ⟨Bϕ⟩ = 30 mT の時の実験結
果を示している。この結果より、プラズマが QSH
状態にあるような場合、m = 1/n = 4 モードが磁
気揺動の支配モードであることがわかる。また、図
12 より分かるように、プラズマコア部のヘリカル
変形領域で実験値と計算値がよく一致している。
7.4.2 マルチピンホールを用いた軟 X線画像計測
図 13は一つのビューイングポートに取り付けら
れた薄い円盤上に開けられた複数のピンホールを
通して複数の SXRフィラメントを測定し、プラズ
マ形状を推定する手法を説明している [45]。この
取得された SXR画像を基底画像データセットの級
数和に分解することでプラズマの 3 次元形状が再
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図 12 接線方向からの (a) 実験と (b) 計算の軟
X線画像の比較。Ref. [44] Fig. 5より引用。

図 13 1 つのビューイングポートからマルチピ
ンホールを用いた軟 X 線画像計測手法の概念図。
Ref. [45] Fig. 1より引用。

図 14 (a) テストデータと (b)Ridge 回帰
(c)Lasso回帰を用いて得られた 3次元再構成の数
値データの断面図。白い破線は、マルチピンホー
ルカメラの視野の境界を示す。Ref. [45] Fig. 6よ
り引用。

構成される。図 14に示すように、プラズマの形状
をなにも仮定することなく、Te と ne の 3次元分布
を再構成する原理が確立されており [45]、現在この
実験的検証を進めている [46]。
8 プラズマの生成と平衡・安定性の制御
表 4 は RELAX の典型的なプラズマのパラメー
タを示している。

表 4 RELAX装置での典型的なプラズマパラメータ。

パラメータ RFP トカマク
プラズマ電流 Ip (kA) ∼ 125 ∼ 20

放電時間 tp (ms) < 4.0 ∼ 5

電子温度 Te (eV) ∼ 100 計測中
電子密度 ne (×1019 m−3) 0.2 ∼ 3 計測中
トロイダル磁場 Bϕ (T) < 0.05 < 0.2

プラズマ断面 円形 円形

8.1 プラズマ生成

図 15 放電のシーケンス図。

RELAXでは、鉄芯を利用した誘導電場によるプ
ラズマ電流の立ち上げと維持、および、電子加熱が
用いられている。この際、予備電離には、フィラメ
ントからの熱電子放出が利用されている。図 15は
典型的な放電シーケンスの概要を示している。第
一に、各コンデンサが設定電圧まで充電される。充
電完了後、予備電離のためにフィラメントが一定の
時間加熱される。その後、電磁弁からガスが供給さ
れる。プラズマ生成の数 ms前からフィラメントに
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加速電圧 (約 100 V) が印加され続けており、この
時間中、熱電子が真空容器内に放出され続ける。放
出された熱電子は、あらかじめ印加されている Bϕ

による ∇B ドリフトにより、真空容器の下部から
Z 軸方向、つまり、真空容器の中央部へと侵入して
いる。最後に、オーミック加熱により、プラズマを
生成する。

RFP プラズマの生成方法については以下のと
おりである。磁束浸透時間 τ より十分短い時間
で Ip を立ち上げることで、真空容器の磁束を保
持する作用により、真空容器内に自己反転 (self
reversal)RFP配位が形成される。Ip の立ち上げと
同時、つまり、OHCを駆動する際に、TFCに逆方
向の電流を流すことで、反転トロイダル磁場がプラ
ズマに印加される。このとき、真空容器外側の反転
トロイダル磁場が τ 程度の時間で内部に浸透して、
内部の自己反転 RFP配位の端の反転磁場とマッチ
する。マッチすると、真空容器壁を流れるポロイ
ダル磁場は 0 となる。その状態を維持するように
各コイルに電流を流す。このような RFP生成法を
aided self-reversal法と呼ぶ。
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図 16 トカマクプラズマの初期実験でのプラズ
マ電流とループ電圧の時間発展。

図 16は RELAXでのトカマクプラズマの初期実
験の結果を示している。図 16 からわかるように、
Ip は t ∼ 2 ms まで比較的フラットである一方で、
t ∼ 2 ms 以降は緩やかに減衰する。このように放
電時間が短い理由としては、初期実験では垂直磁場
やフィードバック制御システムによるプラズマ位
置制御が行われていない。加えて、RELAXにはリ
ミターがないために、プラズマの最外殻磁気面が真
空容器壁に接触しているかもしれない。これらに
ついては、現在、実験での改善を進めている。
8.2 プラズマの平衡制御
原理的に、トーラスプラズマの Bϕ は R に反比
例するため、プラズマは +R 方向にシフトする。
このシフトを抑えるために、垂直磁場が印加され
る。水平磁場は、主に真空容器の軸と TFCの軸の

ずれによって生じる不整磁場を補償するために用
いられている。既述の通り、RELAX にもこれら
VFC/HFCが備えられている。
既述の通り、RELAXはポロイダルギャップを有
している。そのため、プラズマの平衡維持のために
真空容器壁を流れるトロイダル電流が ϕ 方向に閉
じず、ギャップを挟んだサドル電流が形成される。
このサドル電流がm = 1の不整磁場を発生させる。
この局所的な m = 1 不整磁場を補償するために、
ポロイダルギャップ部に対して、サドルコイルを用
いたフィードバック (FB)制御システムが導入され
ている。不整磁場を検知するためのサドルセンサ
コイルはそれぞれのギャップに対して、ポロイダ
ル方向に 8 個ずつ取り付けられている。外部から
局所的な m = 1磁場を印加するためのサドルアク
チュエーターコイルは、ポロイダル方向に 4個ずつ
敷設されている。これらを用いた FBシステムの動
作原理は、第 8.3節で後述している。
8.3 プラズマのMHD制御

図 17 (A)真空容器に取り付けられたサドルコイ
ルアレイの鳥観図、(B) ポロイダル断面でのコイ
ルの配置図、(C)SACのトロイダル・ポロイダル
方向の配置図。(B) の黄線が SSC、青線が SAC
を示している。(C) の同じ色で表されるコイル
が直列に接続されている。Ref. [15] Fig. 3 より
引用。

RELAX では受動的なアナログ制御による FB
制御システムを取り入れている。FB制御システム
に用いるコイルアレイの配置が図 17に示されてい
る。漏洩磁場を検知するためのサドルセンサコイ
ル (SSC) は 128 個 (16 トロイダル × 8 ポロイダ
ル)取り付けられている。外部から補正磁場を印加
するためのサドルアクチュエータコイル (SAC)は
64個 (16トロイダル × 4ポロイダル)敷設されて
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いる。これらとは別に、2つのポロイダルギャップ
近傍部には、それぞれ独立の SSCがポロイダル方
向に 8つ、SACが 4つ敷設されている。これら FB
用電源については、ギャップ近傍部に 6台 (3× 2)、
RWMの制御に 2台の合計 8台が使用されている。
RELAX-RFP では、m = 1/n = 2 の外部キンク
モードが主として生じる。このために、SSC/SAC
をm = 1/n = 2に対応するように接続して、プラ
ズマ制御がおこなわれている。

図 18 RWM 制御の放電波形への効果:(A) プラ
ズマ電流、(B)m = 1/n = 2モード振幅 Br セン
サー、(C) トロイダルループ電圧、(D) 鉄芯の消
費磁束。赤線が RWM制御あり、青破線が RWM
制御なしの場合を示している。Ref. [15] Fig. 7よ
り引用。

FB制御システムの動作原理は以下のとおりであ
る。第一に、SSCより磁場が測定される。次に、検
出されたその磁場がコンパレータで設定した閾値
を超えると、FB制御電流がコイルに流れる。ここ
で、FB 制御電源には IGBT を用いた H ブリッジ
回路が使用されており、漏洩磁場の極性反転に応じ
てコイル電流の向きも反転する。最後に、コイル電
流が SACに流れることで、補正磁場を生成し、漏
洩磁場を相殺する。これらの動作を連続的に行う
ことで、漏洩磁場を設定した閾値以下に抑える。
一般に、RFP 配位では、理想キンクモードが

RWM として不安定になる可能性がある。線形安
定性解析によると、RELAXの典型的な磁場分布に
対してm = 1/n = 2外部非共鳴キンクモードが成
長率最大の RWMとなることが示されており [47]、
実験結果と一致している。その不安定モードに対す
るために、図 18は、FB制御システムによる RWM
の制御例を示している。図 18(B) の青線は、FB
制御をおこなっていない場合、t = 1.5 ms 以降で
m = 1/n = 2モードが成長する様子を示している。
一方で、図 18(B)の赤線は、FB制御をおこなう場
合、SSC からの信号が閾値以下に抑えられている

ことを示している。結果として、プラズマの放電時
間は、FBなしの場合 (∼ 3 ms) に比べて、ギャッ
プ近傍部の独立 FB制御とともに 1 ms程度伸長し
ている。つまり、FB制御システムが RWMを抑制
していることを示している [15]。
9 実験遂行の方法とその他
実験条件の設定はコンデンサの充電電圧値が主
である。トカマク配位と RFP配位の切り替え等に
応じて、その都度、コイルの接続とコンデンサの構
成 (並列数/直列数)が変更される。

図 19 所得される 1次データの一例。

データ収集については、CAMACディジタイザー
と DLオシロスコープを用いて、PCに 1次データ
を取り込んでいる。取り込まれた 1 次データは C
言語で書かれた独自のデータ処理プログラムで、物
理量へと変換される。図 19は取得されたデータを
物理量へと変換した後の波形の一例である。
データ管理については、すべてのデータは外付け

HDD とグループ共有の NAS に保存される。実験
ノートは excel上に記載されている。ノートに記載
されている事項は以下である。1ページ目には、実
験内容、実験者、実験時間等の基本情報が書かれて
いる。2 ページ目には、CAMAC/DL のチャンネ
ル設定値が示されている。3ページ目には、プラズ
マ放電条件や充電電圧等の実験パラメータ値、およ
び、その他の特記事項が記録されている。
現在、NIFS との SNET 共同研究の枠組みで、

RELAX実験データを NIFSサーバで収集・管理・
表示ためのデータ処理システムの構築を進めてい
る。現時点では、RELAXの放電データの大半が、
NIFS の解析サーバに登録されている。これらの
データは、VPNを介して外部から表示・閲覧する
ことが可能になっている。
10 データ解析用ツール
既述の通り、基本的な物理量の解析はショット直
後に計算される。主な物理量は、ループ電圧より求
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まる鉄芯の磁束、プラズマ抵抗、また磁気プローブ
信号から計算されるモード等である。

図 20 RELAX での RFP とトカマクプラズマ
の平衡計算の一例。

その他の解析としては、米国ウィスコンシン大
学 MST グループ及びイタリア・コンソーシアム
RFX との共同研究により、Grad-Shafranov 平衡
解析コード [48]、磁力線追跡コード、SXトモグラ
フィーコードの適用が完了されている。これらの
コードは現在においても軽微な改良を重ねながら、
データ解析に用いられている。図 20は平衡計算よ
り求めた RFP/トカマクプラズマの結果を示して
いる。RFP/トカマクともに、a < 0.25 m での q
分布は期待される分布と一致している。ここで、ト
カマクに関しては、プラズマ内部の磁場計測が未実
施のために、内部分布の計算にはいくつかの仮定が
含まれている。また、容器壁の外側では磁場を 0と
しているため、a > 0.26 mで見られる q 値の減少
結果については無視されたい。同様に、R > 0.75
mにおける磁場分布についても無視されたい。
現在では、RELAX におけるヘリカル平衡の解
析を目的として、イタリア・コンソーシアム RFX
と SH helicity relaxation理論によるモデル化 [5]、
VMECコードによる解析 [49]も進められている。

また、シミュレーションについては、NIFSとの
共同研究により，MIPS コード [4] の適用の他に、
NIMRODコードと FORTEC-3Dコードの適用が
進められている。これらのシミュレーションコー
ドを用いることで、RFP 配位からヘリカル配位へ
の遷移現象の時間発展や新古典輸送などについて、
実験結果と理論の比較が進められている。
11 安全対策
安全教育については、学生は大学で開講される安
全教育講習の受講を必須としている。研究室とし
ては、実験手順や機器の操作方法をマニュアル化し
て構成メンバーに周知している。実験は 2 人以上
で行うことをルールとしており、実験者はプラズマ
放電時にシールドルーム内で待機するよう徹底し
ている。RELAXでの RFPプラズマ閉じ込め実験
では、電子が高エネルギーまで加速されず、硬 X線
は問題にならなかった。しかしながら、トカマクプ
ラズマ閉じ込めの場合、低密度領域でのプラズマ生
成が良いならば、硬 X線が発生する可能性がある。
そのため、硬 X 線のモニタリングと対策の準備が
進められている。
12 まとめと今後の展開

RELAXは RFPだけでなく円形断面トカマク配
位も形成できる A = 2 のトロイダルプラズマ装置
である。鉄芯を用いてプラズマを立ち上げる方法
をとっており、これまでは RFPのヘリカル変形の
物理過程、そのための計測法の開発、トロイダルプ
ラズマに共通する FB 制御機構の開発が主として
行われてきた。近年、先端プラズマ物理学のテーマ
を実験的に研究することに注力しており、正準フ
ラックスチューブや 2 流体自己組織化トロイダル
プラズマの物理テーマが追及されている。これら
のテーマを進めるに伴い、新しい能動的および受動
的計測器の開発とテストも実施している。
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TOKASTAR-2装置の概要 
Overview of TOKASTAR-2 Device 

 
藤田隆明、岡本敦 

 
名古屋大学工学研究科 

 
1. はじめに 

TOKASTAR-2は、トカマクプラズマへのヘリ
カル磁場印加の効果の研究を主な目的として

製作された小型トーラス装置である[1-3]。ヘリ
カル配位での電子サイクロトロン共鳴（ECR）
加熱によるプラズマ閉じ込め研究も行ってい

る。ヘリカル磁場コイルは連続巻きではなく、

トーラス外側、上部、下部に分割された局所コ

イルとなっている（トーラス内側には存在しな

い）。トカマク運転時のプラズマ電流は2 kA程
度、持続時間は0.5 ms程度、プラズマ大半径は
0.11-0.12 m程度、プラズマ小半径は0.04 m程度
である。 

TOKASTAR-2は2009年に運転を開始した。当
初はトロイダル磁場コイル（TFコイル）、オー
ム加熱コイル（OHコイル）、定常垂直磁場コイ
ル（VFコイル）、外側ヘリカルコイル（HFコイ
ル）の4種類のコイルを有した。2012年に、パル
ス垂直磁場コイル（PVFコイル）と上下のヘリ
カルコイル（AHFコイル）が追加された。HFコ
イルに加えてAHFコイルを使用することで真
空閉磁気面を形成できるようになった[4]。PVF
コイルの使用により、従来100 A程度であったプ
ラズマ電流[4]が1 kAを超えるようになった[5]。
真空容器に流れる渦電流の効果で、垂直磁場の

decay indexが大半径方向外側で1.5を超え、水平
位置不安定生が発生しやすい状況であった。ヘ

リカル磁場印加によりその安定化を実証した

[6]。2016年に、decay index 改善のためのPVFコ
イルの垂直位置の変更[7]、縦長断面プラズマ形
成のための形状制御コイル（SCコイル）の設置、
およびプラズマ境界を規定するポロイダルリ

ミタの設置が行われた。2017年のポロイダル磁
気プローブアレイ（PMP）の設置により、プラ
ズマ位置形状を推定できるようになった[8]。
2020年には、上下の三角形状のヘリカルコイル
（ULTコイル）[9]が設置され、現在に至ってい
る。最近では、トカマクプラズマへの局所ヘリ

カル磁場印加の垂直位置安定化効果の研究[10]
を主な目的としている。本稿では、TOKASTAR-
2装置の概要について記述する。 

 
2. 実験室の環境、インフラ 

TOKASTAR-2の実験室は４階で、研究室の教
員や学生の居室と同じフロアにあり、往き来は

便利である。床下に補強レール１本が敷設して

あり、その線上に本体やコンデンサバンクを設

置している。機器の搬入は、幅 1.2 m高さ 2.1 
mのドアを通して行うため、設置できる機器の
大きさはそれで制限されている。実験室の広さ

は、11 m × 7.8 m（86 m2）、天井高さは 3.4 
m（空調の室内機までの高さは 2.7 m）である。
補強レールと同じ線上に天井レール 1本が設置
され、チェーンブロック 2台が利用可能となっ
ている。電力設備として三相 200 Vの分電盤 3
面がある。冷却水は使用していない。実験室内

に制御卓もあり、本体装置を目の前に見ながら

実験することになる。制御卓付近からの実験室

の眺めを図１に示す。 
 
3. 装置の構造 
図 2 に TOKASTAR-2 の本体部分の鳥瞰図と
断面図を示す。 
真空容器はステンレス製で、直径 60 cm、高
さ 60 cmの円筒形である。側面部の厚さは 5 mm、

 
図 1 TOKASTAR-2 実験室の写真。中央が

TOKASTAR-2 本体。左側は充放電制御盤など。

右側が制御卓。写っている範囲は実験室の半分

程度で、コンデンサバンクや充電器は制御盤の

さらに左側のスペースにある。 
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上下フランジの厚さは 22 mmである。トロイダ
ル方向に絶縁がないため、トカマク運転時には

プラズマ電流の数倍に達する大きな渦電流が

流れ、プラズマ位置形状計算や平衡解析へのそ

の影響の評価が重要な課題となっている[11]。
側面にはトロイダル方向 90 度おきに大径（JIS 
V150）ポートがあり、上部フランジには、中心
部のコイル用電流導入用フランジの他に、同じ

く 90度おきに V70ポートが４つある。 
磁場コイルは全部で 8種類あり、1種類（VF
コイル）を除くすべてのコイル（TFコイル、OH
コイル、PVF コイル、SC コイル、HF コイル、
AHFコイル、ULTコイル）が真空容器内に設置
されている。コイル用電流導入端子は 32個（16
回路分）ある。底面フランジが架台に固定され、

全ての真空容器内コイルおよび容器内機器は

底面フランジから支持されている。真空容器内

の磁場コイルの結線の変更や、磁気プローブの

設置などの真空容器内作業は、真空排気マニホ

ールドやマイクロ波入射用導波管、VF コイル
などを取り外した後、チェーンブロックを使用

して真空容器の上部フランジと胴部を吊り上

げて取り外して行う。 
プラズマ境界を規定するリミタはステンレ

ス製で、トロイダル磁場コイルおよび ULT コ
イルの内側に設置されている（トロイダル方向

１箇所）。このリミタで規定される軸対称な領

域をプラズマ生成領域とみなすと、その中心の

大半径は 123 mmで、断面は、R方向 96 mm、
Z方向 200 mmの長方形である。 
磁場コイルは、すべてエナメル銅線を巻いて

エポキシ樹脂で固定したもの（モールドコイル）

で冷却はない。各種コイルの個数、導線径、タ

ーン数を表 1に示す。 
TF コイルは 8 個で、ULT コイルを除くと最
もプラズマに近く、他のコイルを支える構造体

ともなっている。 
OH コイルは中心ソレノイドと上下 1 個ずつ
の円形コイルからなり、空芯である。大電流を

流すため、中心ソレノイドでは銅線を２本並列

としている。コイル電流値は最大 2 kA の範囲
で使用している。 

PVFコイル（上下 2個）はトカマク放電の際
の垂直磁場生成に用いる。プラズマ電流に近い

時定数の電流波形とするため、上下並列接続と

して用いている 
大気側の VFコイル（上下 2個）は、インダ
クタンスが大きいので定常電源に接続してヘ

リカル配位の実験の際の垂直磁場生成に用い

る。また、結線を変更して水平磁場コイルとし

て、トカマク実験の際にプラズマの上下位置を

調整するための定常水平磁場の生成を行う。 
SCコイルは、TFコイルの上下にあり、非円
形断面トカマクを生成するための四重極磁場

の生成に用いる。垂直位置の帰還制御のための

 
図 2 (a) TOKASTAR-2 本体部分の(a)鳥瞰図、(b) 
断面図。 
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表 1 TOKASTAR-2 のコイル 

コイル名称 個数 導線径 
(mm) 

ターン数 

TF 8 3.2 50 
OH（中心） 1 3.2×2 42 
   （上下） 2 3.2 22 
PVF 2 3.0 20 
SC 2 2.6 9+5 
VF 2 3.2 100 
HF 2 3.2 98 
AHF 4 2.6 126 
ULT 4 2.0 60 
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高速水平磁場コイルとしても使えるように、9
ターン＋5 ターンに分かれているが、通常、そ
れらを直列に接続し 14 ターンのコイルとして
使用している。PVFコイルよりインダクタンス
が小さいので上下直列接続でプラズマ電流に

近い時定数の電流波形が得られる。 
HFコイルは、TFコイル側面に 2個設置され
た平行四辺形コイルのコイルである。このコイ

ルが生成する実効磁場は主に垂直成分のみで

それだけでは真空閉磁気面はできないが、VFコ
イルおよび AHFコイルあるいは ULTコイルと
組み合わせることで真空閉磁気面の形成が可

能である[4, 5, 12]。 
AHFコイルは TFコイルの上下に各 2個設置
された扇形のコイルである。HFコイル、AHFコ
イルは定常電源に接続して使用する。 

ULTコイルは TFコイルの内側（プラズマ生
成領域の上下）に上下各 2個設置された三角形
コイルである（図 3）。AHFコイルが生成する
実効水平磁場が小さく、トカマクプラズマの垂

直位置安定化が得られなかったため設置され

た[9]。AHFコイルの辺がトロイダル磁場に平行
あるいは垂直なのに対して、ULTコイルの 3辺
のうち 2辺はトロイダル磁場に対して斜めの角
度となっていることと AHF コイルに比べてプ
ラズマからの距離が約半分になっていること

が実効水平磁場の増大に寄与している。定常電

源あるいはパルス電源に接続して使用する。 
 
4. 磁場コイル電源 
コンデンサバンクとして、10 kV（使用電圧は

2 kV以下）、0.2 mFのものが 6個あり、TFコ
イル、OH コイル、PVF コイルに使用する。ま
た、近年購入した比較的低圧（1 kV）のものと

して、1 mFが 4個、0.5 mFが 2個、0.1 mFが 7
個あり、主に SCコイルおよび ULTコイルに使
用する。 
スイッチとして、イグナイトロンが 2台あり、

OH コイル電源のメインとクローバーに使用す
る。TFコイル、PVFコイル、SCコイル、ULT
コイルにはサイリスタとダイオードが使用さ

れる。充電器としては核融合研から移設した 3
系統と東京大学（Proto RT）から移設した 2 系
統を用いている。 
定常電源として 60 V, 60 A 2台、80 V, 30 A 2
台などがある。 
非円形断面トカマクへの局所ヘリカル磁場

印加実験のときの通電波形の例を図 4 に示す
（ULT コイルにコンデンサ電源を使用した場
合）。TFコイル、ULTコイルはインダクタンス
が大きく通電開始から電流ピークまで数 ms か
かる。図のショットでは、ULT コイルが時刻 t 
= 0.5 ms、TFコイルが t = 1.45 msに通電を開始
しており、図に示す時間帯はそれらのピーク付

近で、プラズマ電流持続時間（約 0.5 ms）の間
ではそれらはほぼ定常である。OHコイル、PVF
コイルの通電をほぼ同時に開始してプラズマ

電流を駆動してトカマク配位を形成し、プラズ

マ電流のピーク付近で SC コイルを通電して縦
長断面形状としている。 
 
5. 真空排気装置と壁調整方法 
真空排気は 350 L/s のターボ分子ポンプで行
う。粗引き用のバイバスを設けている。ロータ

リーポンプの排気口から屋外への排気ルート

を設けている。 
壁調整法としては、最高温度 60 度程度のベ
ーキングと ECR放電洗浄（30—60秒間隔で 5 ms
程度の放電）を行う。真空容器内の（非金属）

構造材が多いため、到達真空度は1 × 10!" torr
程度である。数時間の開放であれば１日で10!# 

 
図 4 典型的なトカマク放電における各種磁場

コイル電流とプラズマ電流の波形 
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torr 以下となるが、真空容器の上部フランジと
胴部を取り外して行うような長期間の大気開

放作業後では圧力の下がり方が遅く10!#  torr
に達するのに 20日、3× 10!" torrに達するのに
75日程度かかっている（図 5）。ベーキングヒ
ーターが真空容器胴部にしかないので真空容

器内構造物の温度がほとんど上がっていない

と思われる。真空容器内構造物が載っている真

空容器底面フランジにヒーターを取り付ける

ことを検討している。 
 
6. 粒子供給装置、加熱装置 
ガス導入方法には定常とパフがある。定常で

は、ガス圧力が 2 × 10!$ torr 程度となるよう
に、ニードルバルブで導入量を調整する。ガス

消費量を抑えるため、導入中には真空排気のゲ

ートバルブを絞っている。パフの場合は、ピエ

ゾバルブを用いてプラズマ生成の数秒前（タイ

マーで設定）からガスを導入する。 
プラズマ生成に使用するガス種は、窒素また

はヘリウムである。他に水素の供給系を準備中

である。 
加熱装置として、2.45 GHz, 2 kWのマグネト
ロンを使用する。トロイダル磁場 0.0875 Tでの
基本波共鳴加熱を行う（ECRプラズマ）。ヘリ
カル配位の実験だけでなく、トカマク放電の際

にも予備電離として使用する。コーナー部の導

波管の接続の仕方で O モード入射と X モード
入射の切り替えが可能である。トカマク放電の

場合、ガス圧が低い方ほど高いプラズマ電流が

得られる傾向にある。O モード入射と X モー
ド入射を比較した結果、Xモードの方がより低
いガス圧での着火が可能であったので、通常 X
モード入射としている。 
 

7. 主な計測器 
ECRプラズマ、トカマクプラズマの生成時刻、
持続時間の確認はそれぞれ、アバランシェフォ

トダイオード（APD）によるプラズマからの発
光計測、ロゴスキーコイルによるプラズマ電流

計測により行う。 
 

7.1プラズマの位置形状の計測 
主目的であるトカマクプラズマの位置制御

実験においては磁気計測が中心となる（図 6）。
高速度可視カメラ（核融合研からの借用品）に

よる撮影もプラズマの位置推定に重要である。

TF コイルのため径方向の視野が限られる問題
があったが、真空容器内にミラーを設置するこ

とで弱磁場側リミターまでの撮影が可能とな

った[13]。 
磁気計測器は、ロゴスキーコイル、磁束ルー

プ、磁気プローブアレイ（PMP、TMP）、可動
磁気プローブ（MMP）からなる。以下にそれぞ
れについて記述する。 
フラックスループは TFコイルの内側に、R方
向内外 2本ずつ（計 4本）ある。 
ポロイダル磁気プローブアレイ（PMP）は、
プラズマ生成領域をポロイダル方向に一周す

るように配置された全 16 チャンネルのプロー
ブアレイである[8]。リミターのすぐそばに、そ
の陰となるように配置されている。12チャンネ
ルは Z方向の磁場、4チャンネルは R方向の磁
場を計測する。プローブは、模型用モーターを

 
図 6 主な磁気計測器 

 
図 5 長期間の大気開放後の排気曲線 
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用いた手製巻き線機でセラミックス（マコール）

製ボビンに 0.1 mm 銅線を巻いて作成した（直
径 4.2 mm、長さ 4.5 mm、180ターン）。セラミ
ックス製のケース内にプローブを格納する。ケ

ースは真空封止しておらず、多チャンネル電流

導入端子を用いて信号を取り出す。 
可動磁気プローブ（MMP）は、プラズマ内部
を含む赤道面での Z方向磁場を計測する[6]。外
径 6 mm、内径 4 mmのガラスジャケット内（大
気）に設置。9チャンネル（ほぼ 10 mmおき）。
ボビンは断面が 2.2 mm×6 mmの長方形、長さ
1.8 mm、導線径 0.06 mm、60ターン。ストロー
内でエポキシ含浸して製作した。ガラスジャケ

ットは 15 mm径の SUS管に接続されている。
ゲージポートから挿入され、ショット間に手動

で抜き差しを行う。TFコイル通電試験により、
トロイダル磁場による出力信号が最小となる

角度に設定する。プラズマ中の磁場分布計測か

らプラズマ電流分布やプラズマの径方向位置

の推定を行う [6, 7, 11]。ただし、プラズマへ挿
入するとプラズマ電流が低減してしまう問題

がある。 
トロイダル磁気プローブ（TMP）は、TFコイ
ルの外側脚部の側面に設置され、赤道面での Z
方向磁場をトロイダル方向 8 箇所で計測する。
ヘリカル磁場を印加したときのトカマクプラ

ズマの三次元変形を検出し、三次元平衡を同定

することを主目的とする。磁場揺動のトロイダ

ルモードの同定にも用いられる。 
なお、プラズマの位置形状計算には用いてい

ないが、真空容器に流れる渦電流の評価のため、

2022年に大気側に外側磁気プローブ（OMP）が
設置された。ある大半径位置での Z方向 5点で
のZ方向磁場をトロイダル方向に連続的に計測
できる。 
 
7.2プラズマの密度・温度等の計測 
通常の静電プローブ（シングルプローブ、ダ

ブルプローブ、トリプルプローブ、マッハプロ

ーブ）があり、実験内容に応じてゲージポート

に設置される。MMPと同様、ショット間に手動
で抜き差しを行う。主に ECRプラズマ（ヘリカ
ル磁場ありあるいはなし）で用いられる [12, 
14]。 
分光計測として、可視分光器（シングルチャ

ンネル、マルチチャンネル）があり、プラズマ

中の不純物量のモニターや、線強度比法による

ヘリウムプラズマの電子密度・電子温度の推定

[15]に用いられる。高分解能の可視分光器によ

るヘリウムイオン線スペクトルのドップラー

広がりの計測によるイオン温度測定も行われ

た[16, 17]。 
 
7.3電子軌道マッピング計測 
真空磁場計算によれば、TOKASTAR-2では局
所ヘリカルコイル（HF コイル、AHF コイル、
ULTコイル）により生成されるヘリカル磁場で
真空閉磁気面が形成できそれによるプラズマ

の閉じ込めが可能なはずであるが、誤差磁場の

影響などにより実際の磁気面が計算とは異な

ることも考えられる。実際の磁気面を計測する

ことを目的として電子軌道マッピング計測が

開始された [18]。閉磁気面が形成されない条件
での誤差磁場（実際の磁場）の計測も行われて

いる。赤道面のゲージポートから挿入される電

子銃から射出された電子を、上部のゲージポー

トから挿入されたL字型の電子収集プローブで
検出する（図 7）[14]。電子収集プローブには R
方向に 15 チャンネルの金属板があり、ショッ
ト毎にプローブのZ方向位置を移動させること
で、あるトロイダル位置での電子軌道交点の二

次元分布を得る。 
 
8. プラズマの生成・制御 
トカマクプラズマの生成は以下の順序で行

う。コイル電流波形については図 4も参照され
たい。 
(0) ガス導入（連続あるいは数秒間のパフ） 
(1) 水平磁場コイル（VFコイル）、ヘリカル磁
場コイル（ULTコイル、HFコイル、AHFコ
イル）に定常電源あるいはコンデンサ電源で

通電を開始 
(2) TF コイル通電開始、ほぼ同時に RF 入射開

 
図 7 電子銃と L 字型プローブ 

Electron gun

L-shaped probe

TF coils
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始 
(3) ECR層が内側リミターを越えた後、ECRプ
ラズマが生成される 

(4) OHコイルおよび垂直磁場コイル（PVFコイ
ル）通電開始でトカマクプラズマ生成 

(5) 形状制御コイル（SCコイル）に通電して非
円形度増大 

 
コイル電流値（波形）はコンデンサバンクの

容量や充電電圧でほぼ決定され、帰還制御は行

なっていない。 
コイルの通電開始および RF の入射開始の時
刻は 10 µs分解能のディレイパルサーで設定す
る。ディレイパルサーで設定できる時刻は最大

99.99 msである。ガスパフを用いる場合や定常
電源で ULT コイルに通電する場合は、それよ
り長い時間での設定が必要となるためタイマ

ーを用いて、ガスパフの開始時刻、ULTコイル
の通電開始時刻、ディレイパルサーの起動時刻

（t = 0 ms）を設定する。DC電源で ULTコイル
以外のコイルに通電する場合は、発熱による温

度上昇があまり問題とならないため、コンデン

サ充電完了と同時に通電を開始し、コンデンサ

放電終了時に通電を終了する。 
 

9. 実験の遂行 
9.1. 実験条件の設定 
実験条件の設定は、以下について全て手動で

行う。 
・コイル電源（パルス）：コンデンサの容量、

コンデンサ充電電圧、ON時刻。 
・コイル電源（DC）：電流値。 
・ガス封入量：連続注入の場合は、ニードルバ

ルブの開度（連続注入）を調整してガス圧力

を設定。パフの場合は、ピエゾバルブの印加

電圧を設定。 
・マイクロ波：パワー、入射時間 
・可動プローブ（MMP）：径方向位置（使用す
る場合） 
 
プラズマ位置の帰還制御をしていないので、

他のパラメータを固定して、垂直磁場コイル

（PVFコイル）電源のコンデンサ充電電圧をス
キャンして最適な（プラズマ電流が最大となる）

条件を探索することが通常行われる。 
プラズマ電流、プラズマ位置（磁気プローブ、

磁束ループ計測値）はショット間に見ることは

できない（実験後に解析）。実験中はロゴスキ

ーコイルの積分信号から大まかなプラズマ電

流波形を把握する。 
 

9.2 データ収集とデータ管理 
データ収集装置として、WE7000（4+8+2 CH）、

DL750（16 CH）、SL1000（16 CH）の３台を使
用（いずれも横河電機製）。高速カメラ、マル

チチャンネル分光器は専用（内蔵）の装置を使

用する。 
データ収集装置のサンプリング周期は1 µsあ
るいは 10 µs、収集時間は 10 ms。 

WE7000、SL1000は専用ソフト（PC）、DL750
はその画面で、実験中に波形を確認する。 
磁気計測信号は基本的に積分せずそのまま

取り込み、数値的に積分している。 
それぞれのショット毎のデータファイルに

手動で名前（ショット番号）をつけて保存する。

研究室のサーバーへ転送し、実験日毎のフォル

ダ内に格納する（電圧の生データのみ）。 
 

9.3 実験日誌 
エクセルで標準的な様式のシートを作成し、

それに記入する。データと同じフォルダに保存

する。安全に関わる点検項目は紙の点検票に記

録し、サインする。 
 
10. 解析ツール 
10.1 IGOR 
実験データからのバックグラウンドの差し

引き、補正、数値積分など簡単な処理は IGOR
で行う。ロゴスキーコイル信号からのプラズマ

電流算出を含め、磁気計測データはすべて数値

積分。IGORはデータの可視化（グラフの描画）
にも用いる。 

 
10.2 プラズマ位置形状の推定 
プラズマ電流を円環フィラメント電流の集

合と近似して、実験のトカマクプラズマの電流

中心位置、プラズマ断面形状（LCFS）を算出す
るフィラメント法コード[8]を開発して使用し
ている。 
プラズマ外部に設置された磁気プローブア

レイ(PMP)や磁束ループで計測した磁場・磁束、
ロゴスキーコイルで計測したプラズマ電流、コ

イル電流の実験データを用いる。 
電流中心位置の算出においては、プラズマ電

流を１本の円環フィラメント電流と近似し、フ

ィラメントによる磁場・磁束の計算値と PMP及
び磁束ループによるプラズマ電流磁場の計測

値の差が最も小さくなるようなフィラメント



 46 

の位置を最小二乗法で求める。プラズマ電流磁

場の計測値を求めるには、実験における計測値

から、コイル電流による磁場と渦電流による磁

場を差し引く必要がある。渦電流磁場はコイル

電流の時間変化とプラズマを模擬するフィラ

メントの位置および電流値を入力して、後述の

回路方程式コードと同様の手法で計算する。同

じコンデンサバンクの充電電圧で行うプラズ

マなしの通電試験（BG ショット）の計測値を
プラズマ実験の真空磁場とみなし、それを差し

引くことでプラズマ磁場を算出することもで

きる。 
プラズマ断面形状の算出においては、上記の

方法で求めた 1本フィラメントの推定位置の周
りに六角形に 6本のフィラメントを置く。渦電
流磁場は 1本フィラメントの場合と同じと仮定
して、フィラメントによる磁場・磁束の計算値

と PMP 及び磁束ループによるプラズマ電流磁
場の計測値の差が最も小さくなるような、6 本
フィラメントの電流値を最小二乗法で求める。

6 本フィラメント電流、コイル電流、渦電流が
生成するポロイダル磁束を足し合わせて、プラ

ズマ生成領域における全ポロイダル磁束を求

め、最外殻磁気面を求める。解析結果の例を図

8に示す。 
 
10.3 渦電流計算 

TOKASTAR-2では渦電流磁場が大きく、その

計算精度が重要な課題である。 
渦電流の計算は通常、回路方程式コードと呼

ばれる軸対称コードで行なっている[11]。この
コードは TOSCA コードの渦電流計算ルーチン
を基に作成したもので、真空容器を矩形断面円

環状導体の集合体（67本）とモデル化し、それ
ぞれの円環を回路とみなして、回路の自己イン

ダクタンス、および回路間や円環コイルと回路

の間の相互インダクタスを求める。円環コイル

の電流の時間変化を入力として、それぞれの回

路の電流の時間変化を計算する。フィラメント

法コードにも含まれている。 
実際の TOKASTAR-2 の真空容器は、赤道面
に大径のポートが 4箇所に存在する（図 2(a)）
など、軸対称ではない。その効果を調べるため、

核 融 合 研 と の 共 同 研 究 に よ り ANSYS 
MAXWELL による三次元渦電流計算も実施し
た。 

 
10.4 軸対称MHD平衡解析 
軸対称 MHD 平衡解析は TOSCA コードを用
いて行なっている。プラズマ電流、フィラメン

ト法で求めたプラズマ位置形状、OH コイル電
流値を入力として、仮定したポロイダルベータ

値𝛽%  および内部インダクタンスパラメータ𝑙&
（時間一定）での渦電流、残りの磁場コイル

（PVFコイル）電流および平衡解を求める。 
𝛽%、𝑙& をスキャンし、 PVF コイル電流値お
よび磁気プローブ（PMP）計測値あるいは可動
磁気プローブ（MMP）計測値が実験値に最も近
くなる条件を求める[11]。 

 
10.5 三次元MHD平衡解析 
トカマクプラズマにヘリカル磁場を印加す

ると、三次元平衡となる。TMPによりプラズマ
電流磁場がトロイダルモード数 n = 1 の構造を
有することを観測している。本来、実験データ

の解析には、この三次元性を考慮する必要があ

る。三次元MHD平衡解析は VMEC [19]により
行なっている。渦電流は回路方程式コードで計

算し、外部軸対称コイルとして与えている。

PMP、TMPの測定値と合致する平衡の探索はま
だ行なっていない。 

 
10.6 磁力線・電子軌道追跡 

HSD(Helical System Design)コード[20]をベー
スとする、三次元および軸対称コイルが生成す

る磁場における磁力線及び電子の旋回中心軌

道を計算するコードを整備している。TFコイル

 
図 8 フィラメント法コードの解析例。6 つの

黒点はフィラメントの位置、細い黒実線はポロ

イダル磁束の等高線、太い赤線は最外殻閉磁気

面を示す。 
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やポロイダルリミターを模擬したリミターが

コード内で設定されており、磁力線あるいは電

子軌道がそのリミターに接触した場合、その追

跡計算を終了する。出発点を内部でスキャンし

て最外殻閉磁気面を探索する機能を備えてい

る。 
磁力線追跡計算に基づき、局所ヘリカルコイ

ル磁場による実効水平磁場𝐵'())、実効垂直磁場
𝐵*())をそれぞれ以下のようにして算出する（𝜙は
トロイダル角、𝑠は磁力線に沿う長さ）。 

𝐵'()) = + 𝐵'𝑑𝑠
+,-.

+,/
+ 𝑑𝑠
+,-.

+,/
-  

𝐵*()) = + 𝐵*𝑑𝑠
+,-.

+,/
+ 𝑑𝑠
+,-.

+,/
-  

実効水平磁場、実効垂直磁場をプラズマ断面

内で平均することで、プラズマへ作用する実効

的な水平磁場、垂直磁場を評価する[10]。 
 

11. 安全対策 
名古屋大学の安全教育ガイドラインに基づ

き、研究室の新人に対して年度初めに教員によ

る安全教育を行なっている（3時間程度）。実験
をテーマとする学生には毎年の受講を指示し

ている。項目は、一般安全教育と実験に関する

安全教育（実験一般、緊急時対応、電気、高圧

ガス、レーザー 、機械工作）である。 
名古屋大学の環境安全衛生管理室により用

意された安全に関する教材（eラーニング）もあ
る。学科の工作室の利用のためには、管理者に

よる講習を受ける必要がある。実際の作業・実

験のやり方については教員等が個別に（実験グ

ループ毎に）指導する。 
実験は学生のみで行うことも多いが、学内に

教員がいることが条件（教員の居室は実験室と

同じフロア）としている。実験は原則として複

数人で行う。 
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TST-2装置の概要 
Overview of the TST-2 Device 

 

江尻晶、辻井直人、篠原孝司 

 

東京大学大学院新領域創成科学研究科 
 

1. はじめに 

TST-2球状トマカク装置は、TST、TST-M装置

[1] の後継となる小型球状トマカク装置であり、

球状トカマクの基本的な物理を明らかにする

こと、効率的な電流駆動法を確立することを目

的に建設された。装置・プラズマの主要な諸元

は表１のとおりである。実験シナリオは、OHコ

イル（中心ソレノイド）の誘導電場でプラズマ

電流を立ち上げるものと、高周波で立ち上げを

行うものに分類できる。それぞれで得られるプ

ラズマのパラメータが大きく異なる。 

 

項目 値 
誘導放電時/高周波立ち上げ放電時 

大半径/小半径 0.36 m / 0.25 m 

アスペクト比 ~1.5 

トロイダル磁場 0.3 T 

プラズマ電流 120 kA / 27 kA 

放電時間 30 ms / 120 ms 

中心電子温度 400 eV / 20 eV 

中心イオン温度 100 eV / 10 eV 

中心密度 2 × 1019 m−3/1 × 1018 m−3 

表１：TST-2 の主要諸元 

 

最初のプラズマは1999年9月に得られ [2]、そ

の後、球状トマカク特有のMHD不安定性である

内部磁気リコネクションの研究 [3]、高周波電

流駆動の研究を行った。後者では、21 MHz (高

次高調速波)、200 MHz（低域混成波）、2.45 GHz

（電子サイクロトン波）、8.2 GHz（電子サイク

ロトロン波）の高周波それぞれで、非誘導プラ

ズマ電流立ち上げと球状トマカク配位形成・維

持が可能であることを示した [4-8]。また、200 

MHz（低域混成波）については、３種のアンテ

ナを用いた実験を行った。現在は、静電結合型

コムラインアンテナを用いた実験を行ってい

る。 

 

2. 実験室の環境、インフラ 

TST-2 装置は、東京大学柏キャンパスの基盤

科学実験棟の球状トマカク本体室に設置され

ている（図１、図２）。この本体室は東西 15 m、

南北 22 m であり、本体、電源系、高周波系等の

主要機器が設置されている。図２上の写真の中

央に本体、左上に中二階が見える。中二階には

高周波（200 MHz）の増幅系が配置されている。

本体室は充電放電時には無人となる。放電の設

 
図１：球状トカマク本体室平面図 
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図２：球状トカマク本体室、本体写真 
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定、モニター、解析は隣の制御室で行う。本体

室の電源系統は 3 相 3 線 200 V と単相 3 線 200 

V で供給され、建物冷水の利用も可能である。

建物冷水は、循環冷却水機器を介して、本体 OH

コイル、高周波機器等の冷却に用いられる。ま

た、本体排気系バルブの駆動のために圧縮空気

用コンプレッサーがある。 

 

3. 装置の構造 

真空容器は、カプセル状の外側部（SUS304）

と円筒状の内側部（INCONEL625）で構成され

ている（図３）。外側部の内径は 700 mm で、

渦電流を抑制するために肉厚は 7 mm である。

内側部は高抵抗ニッケル合金製で内径 125 mm、

肉厚 1.6 mm である。両方とも SUS304 製のリ

ブで大気圧に対する座屈強度、圧縮強度を補強

している。プラズマのサイズはモリブデン製の

内側リミター（R=130 mm）、外側リミター(R=585 

mm)で規定されている。内側リミターは、円筒

状の内側部のリブに取り付けられており、外側

リミターは、高周波アンテナの両サイドに取り

付けられている。 

カプセル状の外側部の上部と側面部の間に

は O リングフランジがあり、上下に分解できる

構造になっているが、これまで分解したことは

ない。このフランジ部は断面積が大きく、大き

な渦電流が流れるため、赤道面を挟んだ対称的

な位置に同程度の抵抗となるような金属環を

配置し、渦電流の上下非対称性を抑制している

（10 節参照）。内側円筒部は上下に O リングフ

ランジがあり、外側部につながる。内側円筒部

にはベローズ部があり、突っ張ることで上下方

向に長さの調整し、O リング接触部のシールを

確実なものとする。 

 真空容器、真空容器内構造物の多くはステン

レス製であり、リミターとなる部分は全てモリ

ブデン製である。その他、高周波アンテナの表

面には銅がコーティングされている。炭素構造

物は、レーザーアブレーション用ターゲットを

除いて存在しない。また、磁気計測用にはテフ

ロン被覆線、高周波磁気計測用にはセミリジッ

ドケーブルを用いている。 

 

4. 磁場コイル電源 

 図３(b)、(c)にコイルの構成が示されている。

OH コイルと TF コイル中央部は、FRP 樹脂で

モールドされた一体構造であり、外側に二層の

OH コイル（合計 239 ターン）、その内側にト

ロイダルコイル（24 本）が配置されている。OH

コイル導体はホローコンダクター型で内部に

冷却水を通している。TF コイルには冷却水用パ

イプが溶接されているが、現在は、通水してい

ない。これら OH コイルと TF コイル中央部は、

真空容器内側円筒部の中の大気側に配置され

ている。TF コイル中央部は、ジョイント部を経

て外側 TF コイル（24 本）につながる。24 本の

TF コイルはトロイダル方向に巻き戻すように

結線し、不正垂直磁場の発生を抑制している。

OH コイルは２層を巻き戻すように結線し、不

正トロイダル磁場の発生を抑制している。また、

OH コイルには真空容器外側上下の PF4 コイル

を直列に結線し、プラズマ領域での垂直磁場を

 
図３：TST-2 装置中央部断面(a)、装置ポロイダル断面(b)、プラズマのカメラ画像(c) 
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抑制している。トカマクの主要垂直磁場の発生

には PF3 コイルを用いる。PF3 コイルの生成す

る垂直磁場の曲率はほぼゼロである。上下方向

の安定性を強化するために、PF2 コイルを用い

ることがある。PF1 コイルは、OH コイルの上下

近傍に配置されており、PF1 単独または、PF2 と

直列接続で用いることで正曲率の垂直磁場の

発生に用いられる。図４に PF コイルの組み合

わせと垂直磁場の様子を示す。真空容器側面外

側に、上下一対の水平磁場コイル（H コイル）

が配置され、H ブリッジを用いた両極性電源を

用いてプラズマの上下位置制御を行う。 

 コイル電源としてコンデンサーバンクを用

いている。図５に OH、TF、PF2、PF3 コイル系

の回路図、図６にコイル電流波形、プラズマ電

流波形、周回電圧波形を示す。OH 回路では、

立ち上げ用に充電したコンデンサーCOH1 を用

い、立下げには容量の大きい充電していないコ

ンデンサーCOH2を用い、立下り時間を長くして

放電時間を確保している。周回電圧は最大 5 V

程度である。OH 回路や他の回路では、スイッ

チとしてイグナイトロンを多く用いている。TF

回路では、パワークローバー回路を採用し、TF

コイル電流がなるべく一定となるようにして

いる。PF2 には単純な LC 回路とダイオードを

用いた受動的なクローバー回路を採用してい

る。PF3 では、IGBT での ON/OFF 制御とダイ

オードによる減衰回路（一種の受動的なクロー

バー回路）を組み合わせて、波形制御を行う。

通常、PF3 による平衡制御や水平磁場による垂

直位置制御は、プレプログラムで波形を決めて

いる。すべてのコンデンサーは、クローバー回

路等によって、動作中ほぼ単極性となるように

運用している。 

図７に H コイルの H ブリッジの４種の動作

モードを示す。IGBT と逆方向ダイオードの組

み合わせ４セットで H ブリッジが構成され、コ

ンデンサーの極性を変えずに、両極性の電流を

増加させるモードと、ダイオードを用いた減衰

回路モードが可能である。 

 
図４：垂直磁場コイルの生成磁気面の様子 

 
図５：OH 回路(a)、TF 回路(b)、PF2 回路(c)、

PF3 回路(d) 
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図６：上から OH コイル電流、周回電圧、プ

ラズマ電流、PF2 コイル電流回、PF3 コイル

電流、H コイル電流、トロイダル磁場 
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TF2 と H コイルには電解コンデンサーを用

い、その他ではオイルコンデンサーを用いてい

る。 

 

5. 真空排気装置と壁調整方法 

本体排気系は、ターボ分子ポンプ、メカニカ

ルブースターポンプ、ロータリーポンプで構成

され、通常の本体真空度は、5 × 10−7 Torr前後で

ある（図８）。ただし、現在、メカニカルブー

スターポンプは故障中であり、使用していない。

他に粗引き用のロータリーポンプがある。 

 大気開放と放電への影響（プラズマ電流、その

時間積分、周回電圧、Hα信号強度）を図９に示

す。また上段に日付、大気開放時間、真空容器

内設置アンテナ等を記した。大気開放後の壁調

整には誘導放電（OH 放電）を用いる。大気開

放の期間が数時間であれば、100 ショット程度

以下、数日であれば、1000 ショット程度以下の

OH 放電で、OH 放電でのプラズマ電流や放電波

形は通常時のものに復帰する。復帰に必要なシ

ョット数は、大気開放時間だけでなく、新たに

真空容器内に設置する機器がある場合にはそ

の機器にも依存する。また、これとは別に高周

波アンテナの洗浄（エージング）が必要であり、

 
図８：真空排気、ガス供給系 
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図９：ショット番号とプラズマ電流、その時間積分、周回電圧、Hα信号強度 
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図７：H コイル用 H ブリッジの４種の動作モ
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真空入射によるガス出し、プラズマ放電による

洗浄が必要である。どちらの場合もプラズマ電

流の大きさと放電時間が洗浄の目安となる。ま

た放電直後の真空度の良さも目安となる。大気

開放直後は、壁から大量のガスが供給されるこ

とが Hα発光、放電直後の真空度からわかる。

また、Hβ、Dβ発光強度比から、重水素ガスの

みを供給しても、放電後半では軽水素が壁から

放出されていることがわかっている。分光測定

から、主な不純物は炭素、酸素であることが示

されており、中性モリブデンのラインがモリブ

デン製リミターの近傍、中性銅のラインがアン

テナ近傍で見られる。ただし、これら金属のパ

ワーバランスへの影響は小さいと見積もられ

ている。 

 

6. 粒子供給装置、加熱・電流駆動装置 

通常、プラズマ生成のための供給ガスは重水

素であるが、他に軽水素、窒素、ヘリウム、ア

ルゴンを用いたことがある（図８）。放電開始

の 100 ms 前にピエゾバルブのガスを真空容器

内圧力の読み値で2 × 10−5 Torr（重水素の感度、

ヌードゲージの応答を考慮した真値 5 ×

10−5 Torr）前後になるまで供給した後に、プラ

ズマを生成する。また放電途中で追加ガスパフ

を行って密度を上昇させることが可能である。

ガス供給位置は弱磁場側または下側である。 

高周波を用いたプラズマ電流立ち上げ・維持

は TST-2 の主要な研究テーマの一つであり、現

在は、低域混成波（200 MHz/200 kW）を励起す

る静電結合コムラインアンテナが３セット設

置されており、２つのアンテナの同時使用が可

能である。 

 図１０に典型的な高周波立ち上げ放電の波

形を示す。この放電では、放電初期に弱磁場側

赤道面に設置されたアンテナを用い、その後（t 

> 30 ms）上側に設置されたアンテナを用いてプ

ラズマ電流を増加させて維持している。この時

の入射パワーは約 60 kW である。 

 

7. 計測器 

 平衡再構成のため磁気計測として、ロゴスキ

ーコイル、フラックスループ、ピックアップコ

イルが合計で約 80 チャンネル設置されている。

大部分は真空容器内に設置されているが、８本

のフラックスループが真空容器外に設置され

ており、渦電流推定精度の向上に貢献している。

反磁性ループはあるが、有意な信号は見られな

い。真空容器内に設置した磁気計測は、アナロ

グ積分器で積分した後に絶縁アンプを用いて

デジタイザーに入力する。磁気計測は薄いステ

ンレス板で保護されており、その時定数は 10 

kHz 程度である。 

 マイクロ波干渉計（104 GHz, 50 GHz）でいく

つかの視線で線積分密度の測定を行っている 

[9]。赤道面での主半径方向の線積分密度は、ト

ムソン散乱システムで測定した密度分布の絶

対値を決めるのに使われている 。 

 トムソン散乱システムでは、YAG レーザー

（1064 nm）を赤道面接線方向に入射し、空間５

点の同時計測が可能である。またファイバーを

入れ変えることで合計 10 点の分布測定が可能

である [10, 11]。 

 高波長分解能分光器を用いて、不純物ライン

（CV/227.1 nm, OV/278.1 nm, CIII/464.7 nm 等）

のドップラー広がりを測定することでイオン

温度や流速を計測している。ショットごとに視

線を変えることで分布測定が可能である [12]。 

 軟 X 線測定には、SBD（Surface Barrier Diode）

を用いている。SBD 表面はアルミ電極となって

おり、70 eV にアルミの吸収端があるため、70 

eV 以下での軟 X 線の寄与が大きい。TST-2 で

は、ベリリウム薄膜を前面に配置した SBD を

 
図１０：jScope で表示した放電波形：上からト

ロイダル磁場、プラズマ電流、高周波入射パワ

ー、Hα信号、線積分密度、弱磁場側最外殻磁

気面位置、Be 薄膜付軟 X 線信号 
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別途用いている。こちらでは、1-10 keV の軟 X

線の寄与が大きいと考えられている。 

 硬 X 線をモニターするために、LYSO シンチ

レーターと光電子増倍管を組み合わせたシス

テムを用意している。パルス分解は行わず、総

エネルギーフラックスを測定している。ただし、

真空容器外に設置されており、約 100 keV 以上

のエネルギーの硬 X 線を反映していると考え

られる。 

 高周波波動の作る磁場揺動を測定するため

のピックアップコイルが真空容器内に配置さ

れており、アンテナでの進行波励起のモニター、

プラズマ中での波動現象の研究に用いられて

いる [13]。SOL に静電プローブが設置されてお

り、高周波波動で生成されたと考えられるテー

ル成分が I-V 特性に見られる [14]。 

 放電の様子をモニターするために、高速カメ

ラ（2000FPS）を用いている。これによりプラズ

マの動きを知ることができ、これを次の放電の

条件を決めるのに役立てている。 

 

8. プラズマの制御 

予備電離にはマグネトロン（2.45 GHz/5 kW）

による電子サイクロトロン加熱（ECH）を用い

る。また、実験によっては OH コイルに 1 kHz

程度の AC 電流を印加する AC OH 運転 [15, 16]

を予備電離に用いる。 

OH コイル（センターソレノイド）を用いた

誘導放電では、ヌル磁場配位でプラズマ生成、

プラズマ電流の立ち上げを行うが、ECH による

予備電離を行うことで、プラズマ電流立ち上げ

を確実に行うことができる。また、弱い垂直磁

場を印可した捕捉粒子配位での立ち上げの研

究も行われている [17]。 

OH コイル電流波形は OH コイル回路定数で

決まり、プラズマ電流の時間発展の制御はでき

ない（図５）。プラズマは、通常、内側リミタ

ーで制限されるリミター配位であり、外側最外

殻磁気面の位置制御を PF3 コイル電流で行う。

PF3 コイル電流波形は PF3 回路内の IGBT スイ

ッチで行うが、通常はプレプログラム波形制御

である。垂直位置は、H コイル電流で行う。H

コイル電流は IGBT を用いた H ブリッジ回路で

行うが（図７）、通常はプレプログラム波形制

御である。PF3、H コイル電流は波形制御により

鋸歯状となるが、真空容器の渦電流（10 節参照）

により、真空容器内では滑らかな波形となる。

PF2 を用いることでプラズマの上下方向の広が

りを制御できるが、通常は、PF3 に PF2 や PF1

を直列接続することで、（放電ごとに）プラズ

マの上下方向の広がりを変える。あるプラズマ

電流のプラズマに対して、水平位置、垂直位置

のフィードバック制御が可能であることを確

認したが、より広い電流範囲でのフィードバッ

ク制御は未着手である。 

 

9. 実験の遂行 

TST-2 のコイル電源は全て、コンデンサーバ

ンクであり、各コンデンサーの充電電圧、放電

や各スイッチのタイミングで、実験条件の大部

分が決まる。これら充放電制御、各種タイミン

グ設定、ガスパフの設定は、LabView を介して

行う。LabView での設定は、一部は、LabView

内で実行され、一部は、現場の Peripheral 

Interface Controller（PIC）を介して行われる。高

周波パワーの設定制御は専用の制御器で行わ

れる。LabView での設定情報は自動的にデータ

管理用の Linux WS に保存される。またガス供

給量（圧力）や X 線サーベイメータの積算値や

放電メモなどは、手動で入力する必要がある。

これらの情報は、SQL でデーターベース化され、

Web インターフェースで閲覧編集を行うこと

が可能である。 

Linux WS でデータ収集の設定、管理、データ

の保存を行う。データは MDSplus 形式で保存さ

れ、表示（図８）と簡単な解析も可能である [18]。

カメラ画像、オシロスコープ記録データ等、

MDSplus 形式ではないデータもある。 

 

10. 解析ツール 

図１０に示した弱磁場側最外殻磁気面位置

(Rout)は、内側リミターで最外殻磁気面が決ま

るとし、Rout を赤道面のフラックスループとピ

ックアップコイルの測定値から推測したもの

 
図１１：EFIT による平衡解析で用いている渦

電流の固有モードの例。左図の赤色円でフラ

ンジ、補正用金属環を示した。 
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である。これは、プラズマ位置のロバストな推

定値であるが、より詳細な解析では、平衡配位

を再構成する必要がある。TST-2 では磁気計測

を用いた標準的な再構成コードである EFIT を

MDSplus 上で用いている。再構成に必要な真空

容器渦電流分布は、真空容器の固有モードのう

ち時定数が長いモードで表し、その係数をフィ

ッテングで求めている。図１１に用いた固有モ

ードのうち、時定数の長い３つのモードを示す。

真空容器外側上にフランジ、外側下部に上下非

対称性補正用金属環があり、これらに流れる渦

電流が大きいことがわかる。 

EFIT は簡易的なツールであり、高周波維持プ

ラズマの解析では、高速電子の効果を考慮した

平衡解析が必要である。これまで打ち切り平衡

[19]、３流体平衡 [20]、ハイブリッド平衡 [21]

の開発とそれを用いた研究を行ってきた。

11. 安全対策

学生、職員への教育として以下を実施してい

る。 

(1) 一般安全講習、放射線講習

(2) TST-2 回路レポート、トマカクレポート

(3) 実験技術講習

(1) は毎年研究室メンバーを対象に行っている。

一般安全講習では、TST-2 実験で注意すべき危

険や機器破損、核融合分野での事例の紹介をし

ている [22]。放射線講習では一般的な知識を説

明している。(2)のレポートでは、図５に示した

コイル回路に関する問題、トマカクに関する基

礎的問題を提示し、回答を提出してもらってい

る。これらの問題が下記に示すメインオペレー

タの資格試験となっている。(3) は、テスター、

オシロスコープ、ドリル等のよく使うツールや、

TST-2 の主要機器、ソフト、ネットワーク環境

に関するもので、新人が対象である。

 実験体制とし下記を定めて安全を確保して

いる。 

(1) メインオペレータとサブオペレータを各実

験日ごとに指名し、この２名＋αで実験を行う。

メインオペレータは、LabView等を用いて放電

条件を決めて放電を行う。サブオペレータはメ

インオペレータを補助する。上述した二種のレ

ポートの提出がメインオペレータの資格の一

条件である。また、サブオペレータとして経験

を積むことも条件である。

(2) 本体室の入退室をオペレータが把握し、充

電中、放電中、高周波入射中は本体室立ち入り

禁止とする。

(3) 実験開始前、終了後に所定の点検を行う。
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